
条 例

�愛媛県条例第１号
職員の服務の宣誓に関する条例及び愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

職員の服務の宣誓に関する条例及び愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例

（職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正）

第１条 職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
条 例

○ 職員の服務の宣誓に関する条例及び愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例…………（人事課）……１

○ 知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……２

○ 知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……２

○ 愛媛県恩給条例等の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………………………………………（水産課）……３

○ 住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………（市町振興課）……５

○ 愛媛県手数料条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………………………………………（財政課）……６

○ 愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………（行革分権課）……９

○ 愛媛県県税賦課徴収条例及び愛媛県特定非営利活動法人に係る県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例…………………………（税務課）……１０

○ 愛媛県教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び執行の特例に関する条例の一部を改正する条例…………………………………（まなび推進課）……１４

○ 愛媛県地域環境保全基金条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………（循環型社会推進課）……２６

○ 愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………（ 〃 ）……２６

○ 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例の一部を改正する条例……………………………（ 〃 ）……２８

○ 公立大学法人愛媛県立医療技術大学の役員の損害賠償責任の一部免除に関する条例…………………………………………………………（保健福祉課）……３７

○ 愛媛県医師確保奨学基金条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………（医療対策課）……３７

○ 公衆浴場設置等の基準等に関する条例及び旅館業法施行条例の一部を改正する条例…………………………………………………………（薬務衛生課）……３８

○ 食品衛生法施行条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……４４

○ 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………（ 〃 ）……４５

○ 愛媛県手数料条例及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改正する条例…………………………………………………………（ 〃 ）……４５

○ 愛媛県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例………………………………………（子育て支援課）……４７

○ 愛媛県企業立地資金貸付基金条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………………（企業立地課）……４７

○ 愛媛県立都市公園条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………………（都市整備課）……４８

○ 愛媛県県営住宅管理条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………（建築住宅課）……４８

○ 愛媛県監査委員条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………………………………（監査事務局）……５０

○ 愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………（高校教育課）……５１

○ 教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………（ 〃 ）……５１

○ 愛媛県警察本部組織条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………（警察本部警務課）……５２

○ 愛媛県迷惑行為防止条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………（警察本部生活安全企画課）……５３

○ 愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………（警察本部生活環境課）……５４

改 正 後 改 正 前

（職員の服務の宣誓）

第２条 省略

２ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の

服務の宣誓については、前項の規定にかかわらず、任命権者は、

別段の定めをすることができる。

（職員の服務の宣誓）

第２条 省略

毎週（火・金）曜日発行 第９１号外１ 令和２年３月２７日

令和２年３月２７日金曜日 第９１号外１
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（愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。

２ 第２条の規定による改正後の愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第５条の規定は、この条例の施行の

日以後に発生した事故に起因する公務上の災害又は通勤による災害に係る補償について適用する。

�愛媛県条例第２号
知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

知事等の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第３号
知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定に基づき、知事等の損害賠償責任の一部免責に関し必

要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

� 知事等 知事、副知事、教育長、管理者、監査委員、人事委員会委員、教育委員会委員、選挙管理委員会委員、公安委員会委員、労

働委員会委員、収用委員会委員、海区漁業調整委員会委員、内水面漁場管理委員会委員、警察本部長、警察本部長以外の地方警務官

（警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条第１項に規定する地方警務官をいう。以下同じ。）その他の職員（地方自治法第２４３条の２の

２第３項の規定による賠償の命令の対象となる者を除く。）をいう。

� 普通地方公共団体の長等の基準給与年額 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７３条第１項第１号に規定する普通地方公共

団体の長等の基準給与年額をいう。

� 地方警務官の基準給与年額 地方自治法施行令第１７３条第１項第２号に規定する地方警務官の基準給与年額をいう。

（知事等の損害賠償責任の一部免責）

第３条 県は、知事等の県に対する損害を賠償する責任を、知事等が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、知事等が賠償

の責任を負う額から、次の各号に掲げる知事等の区分に応じ当該各号に定める額を控除して得た額について免れさせるものとする。

改 正 後 改 正 前

（補償基礎額）

第５条 この条例で「補償基礎額」とは、次の各号に定める者の区

分に応じ、当該各号に掲げる額とする。

�～� 省略

� 給料を支給される職員 法第２条第４項に規定する平均給与

額の例により実施機関が知事と協議して定める額

（補償基礎額）

第５条 この条例で「補償基礎額」とは、次の各号に定める者の区

分に応じ、当該各号に掲げる額とする。

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、令和２年３月３１日限り、その効力を失う。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

２
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� 知事 普通地方公共団体の長等の基準給与年額に６を乗じて得た額

� 副知事、教育長、監査委員、教育委員会委員、選挙管理委員会委員、公安委員会委員又は海区漁業調整委員会委員 普通地方公共団

体の長等の基準給与年額に４を乗じて得た額

� 管理者、人事委員会委員、労働委員会委員、収用委員会委員又は内水面漁場管理委員会委員 普通地方公共団体の長等の基準給与年

額に２を乗じて得た額

� 警察本部長 地方警務官の基準給与年額に２を乗じて得た額

� 警察本部長以外の地方警務官 地方警務官の基準給与年額

� 前各号に掲げる職員以外の職員 普通地方公共団体の長等の基準給与年額

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第４号
愛媛県恩給条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県恩給条例等の一部を改正する条例

（愛媛県恩給条例の一部改正）

第１条 愛媛県恩給条例（昭和３２年愛媛県条例第２５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県恩給並びに他の地方公共団体の退職年金及び退職一時金の基礎となるべき在職期間と職員の退隠料及び退職給与金の基礎となる

べき在職期間との通算に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県恩給並びに他の地方公共団体の退職年金及び退職一時金の基礎となるべき在職期間と職員の退隠料及び退職給与金の基礎と

なるべき在職期間との通算に関する条例（昭和３２年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

第７１条 旧農地調整法施行令（昭和２１年勅令第３８号）第３１条におい

て準用する同令第１８条第１項の規定により置かれた県農地委員会

の書記、農地調整法施行令の一部を改正する政令（昭和２４年政令

第２２４号）による改正前の旧農地調整法施行令第４３条において準

用する同令第３３条第１項の規定により置かれた県農地委員会の書

記、旧食糧確保臨時措置法施行令（昭和２３年政令第２４７号）第３３

条において準用する同令第３０条第１項の規定により置かれた県農

業調整委員会の書記又は漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１３７条

第６項に規定する海区漁業調整委員会の書記（以下この条におい

て「書記」という。）が引き続いて事務吏員、技術吏員又はこれ

ら吏員に相当する者となり、昭和３５年３月１７日に在職する者につ

いては、その書記としての在職年月数は、公務員としての在職年

月数に通算する。この場合においては、前条第２項の規定を準用

する。

附 則

第７１条 旧農地調整法施行令（昭和２１年勅令第３８号）第３１条におい

て準用する同令第１８条第１項の規定により置かれた県農地委員会

の書記、農地調整法施行令の一部を改正する政令（昭和２４年政令

第２２４号）による改正前の旧農地調整法施行令第４３条において準

用する同令第３３条第１項の規定により置かれた県農地委員会の書

記、旧食糧確保臨時措置法施行令（昭和２３年政令第２４７号）第３３

条において準用する同令第３０条第１項の規定により置かれた県農

業調整委員会の書記又は漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第８５条

第６項に規定する海区漁業調整委員会の書記（以下本条 におい

て「書記」という。）が引き続いて事務吏員、技術吏員又はこれ

ら吏員に相当する者となり、昭和３５年３月１７日に在職する者につ

いては、その書記としての在職年月数は、公務員としての在職年

月数に通算する。この場合においては、前条第２項の規定を準用

する。

改 正 後 改 正 前

（用語の意義）

第１条 省略

２ 省略

３ この条例において「他の都道府県の職員」とは、他の都道府県

の退職年金及び退職一時金に関する条例（以下「退職年金条例」

という。）の適用を受ける者（他の都道府県の退職年金条例の適

用を受ける市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５

号）第１条及び第２条に規定する者を含む。）のうち次に掲げる

者をいう。

（用語の意義）

第１条 省略

２ 省略

３ この条例において「他の都道府県の職員」とは、他の都道府県

の退職年金及び退職一時金に関する条例（以下「退職年金条例」

という。）の適用を受ける者（他の都道府県の退職年金条例の適

用を受ける市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５

号）第１条及び第２条に規定する者を含む。）のうち次に掲げる

者をいう。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

３



（愛媛県手数料条例の一部改正）

第３条 愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�～� 省略

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第９条の２第１項に

規定する人事委員会の委員で常勤のもの及び同法第１２条第１項

に規定する事務職員で吏員に相当するもの

�～� 省略

� 漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１３７条第６項に規定する海

区漁業調整委員会の書記、同法第１５１条において準用する同項

の規定により置かれる連合海区漁業調整委員会の

書記及び同法第１７３条において準用する同項 の規

定により置かれる内水面漁場管理委員会の書記

�～� 省略

４ 省略

�～� 省略

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第９条第１項 に

規定する人事委員会の委員で常勤のもの及び同法第１２条第１項

に規定する事務職員で吏員に相当するもの

�～� 省略

� 漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第８５条第６項 に規定する海

区漁業調整委員会の書記、同法第１１１条において準用する同法

第８５条第６項の規定により置かれる連合海区漁業調整委員会の

書記及び同法第１３２条において準用する同法第８５条第６項の規

定により置かれる内水面漁場管理委員会の書記

�～� 省略

４ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～３ 省略

４ 農林水産関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～３ 省略

４ 農林水産関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～４ 省略 １～４ 省略

５ 漁業法（昭和２４年法律

第２６７号）第５７条 第１項

又は第１１９条第１項の規

定に基づく５トン以上の

漁船を使用して行う漁業

に係る漁業の許可の申請

に対する審査

５トン以上の漁船

を使用して行う漁

業に係る漁業許可

申請手数料

３，０００円 ５ 漁業法（昭和２４年法律

第２６７号）第１０条 の 規 定

に基づく漁業権の免許の

申請に対する審査

漁業権免許申請手

数料

３，８００円

６ 漁業法第５８条において

準用する同法第４７条の規

定に基づく５トン以上の

漁船を使用して行う漁業

に係る漁業許可の変更の

許可の申請に対する審査

５トン以上の漁船

を使用して行う漁

業に係る漁業許可

変更許可申請手数

料

２，４００円 ６ 漁 業 法 第１４条 第４項

（同条第７項において準

用する場合を含む。）の

規定に基づく漁業権の共

有の認可の申請に対する

審査

漁業権共有認可申

請手数料

３，８００円

７ 漁業法第６９条第１項の

規定に基づく漁業権の免

許の申請に対する審査

漁業権免許申請手

数料

３，８００円 ７ 漁業法第２２条第１項の

規定に基づく漁業権の分

割又は変更の免許の申請

に対する審査

漁業権分割変更免

許申請手数料

２，５００円

８ 漁業法第７２条第６項の

規定に基づく団体漁業権

の共有の認可の申請に対

する審査

団体漁業権共有認

可申請手数料

３，８００円 ８ 漁業法第２４条第２項の

規定に基づく定置漁業権

又は区画漁業権を目的と

する抵当権の設定の認可

の申請に対する審査

定置漁業権又は区

画漁業権を目的と

する抵当権設定認

可申請手数料

１，２００円

９ 漁業法第７６条第１項の

規定に基づく漁業権の分

割又は変更の免許の申請

に対する審査

漁業権分割変更免

許申請手数料

２，５００円 ９ 漁業法第２６条第１項た

だし書の規定に基づく定

置漁業権又は区画漁業権

の移転の認可の申請に対

する審査

漁業権移転認可申

請手数料

１，２００円

１０ 漁業法第７８条第２項の 個別漁業権を目的 １，２００円 １０ 漁業法第３６条第１項 休業中の漁業許可 ２，５００円
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（愛媛県漁業者等ホルマリン使用禁止等条例の一部改正）

第４条 愛媛県漁業者等ホルマリン使用禁止等条例（平成１５年愛媛県条例第３９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、漁業法等の一部を改正する等の法律（平成３０年法律第９５号）の施行の日から施行する。

�愛媛県条例第５号
住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例

住民基本台帳法施行条例（平成１４年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（措置命令及び要請）

第８条 省略

２ 知事は、第４条の規定に違反した者が組合員として加入する漁

業協同組合に対し、その違反した者につき、漁業法（昭和２４年法

律第２６７号）第６０条第７項に規定する区画漁業権 の適正な管

理その他必要な措置をとるべきことを要請するものとする。

（措置命令及び要請）

第８条 省略

２ 知事は、第４条の規定に違反した者が組合員として加入する漁

業協同組合に対し、その違反した者につき、漁業法（昭和２４年法

律第２６７号）第７条 に規定する特定区画漁業権の適正な管

理その他必要な措置をとるべきことを要請するものとする。

規定に基づく個別漁業権

を目的とする抵当権の設

定の認可の申請に対する

審査

とする抵当権設定

認可申請手数料

（同条第４項において準

用する場合を含む。）の

規定に基づく休業中の漁

業の許可の申請に対する

審査

申請手数料

１１ 漁業法第７９条第１項た

だし書の規定に基づく個

別漁業権の移転の認可の

申請に対する審査

個別漁業権移転認

可申請手数料

１，２００円 １１ 漁業法第６５条第１項又

は第６６条第１項の規定に

基づく５トン以上の漁船

を使用して行う漁業に係

る漁業の許可の申請に対

する審査

５トン以上の漁船

を使用して行う漁

業に係る漁業許可

申請手数料

３，０００円

１２ 漁 業 法 第８８条 第１項

（同条第５項において準

用する場合を含む。）の

規定に基づく休業中の漁

業の許可の申請に対する

審査

休業中の漁業許可

申請手数料

２，５００円 １２ 漁業法第６５条第１項又

は第６６条第１項の規定に

基づく５トン以上の漁船

を使用して行う漁業に係

る漁業許可の変更の許可

の申請に対する審査

５トン以上の漁船

を使用して行う漁

業に係る漁業許可

変更許可申請手数

料

２，４００円

１３～６１ 省略 １３～６１ 省略

備考 省略 備考 省略

５・６ 省略 ５・６ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係）

１～６ 省略

７ 愛媛県心身障害者扶養共済制度条例（昭和４５年愛媛県条例第

１９号）による同条例第５条第１項の承認、同条例第９条第１項

の年金の支給又は同条例第１９条第３項（第２号に係る部分に限

る。）若しくは第４項の届出に関する事務であって規則で定め

るもの

別表第１（第２条関係）

１～６ 省略

７ 愛媛県心身障害者扶養共済制度条例（昭和４５年愛媛県条例第

１９号）による同条例第５条第１項の承認

又は同条例第１９条第３項（第２号に係る部分に限

る。）若しくは第４項の届出に関する事務であって規則で定め

るもの

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

５



��������������

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第６号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 消防防災関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 消防防災関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～５３ 省略 １～５３ 省略

５４ 高圧ガス保安法

施行令第１８条第２

項第３号イの規定

に基づく高圧ガス

保安法第４４条第１

項に規定する容器

検査又は同令第１８

条第２項第４号イ

の規定に基づく同

法第４９条第１項に

規定する容器再検

査

容器検

査又は

容器再

検査手

数料

� 省略

� 繊維強化プラスチック複

合容器、圧縮天然ガス自動

車燃料装置用容器又は圧縮

水素自動車燃料装置用容器

（�に規定する容器を除

く。）に係る容器検査又は

容器再検査 次に掲げる容

器の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア～オ 省略

�・� 省略

５４ 高圧ガス保安法

施行令第１８条第２

項第３号イの規定

に基づく高圧ガス

保安法第４４条第１

項に規定する容器

検査又は同令第１８

条第２項第４号イ

の規定に基づく同

法第４９条第１項に

規定する容器再検

査

容器検

査又は

容器再

検査手

数料

� 省略

� 繊維強化プラスチック複

合容器又は圧縮天然ガス自

動車燃料装置用容器

（�に規定する容器を除

く。）に係る容器検査又は

容器再検査 次に掲げる容

器の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア～オ 省略

�・� 省略

５５～９０ 省略 ５５～９０ 省略

備考 省略 備考 省略

２ 保健福祉関係事務手数料 ２ 保健福祉関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～３１ 省略 １～３１ 省略

３２ 削除 ３２ 毒物及び劇物取

締法（昭和２５年法

律第３０３号）第４

条第２項の規定に

基づく毒物又は劇

物の製造業又は輸

入業の登録（毒物

及び劇物取締法施

行令（昭和３０年政

令第２６１号）第３６

条の７第１項第１

号に規定する登録

を除く。以下この

項から３４の項まで

において同じ。）

の申請に係る経由

毒物又

は劇物

の製造

業又は

輸入業

の登録

の申請

に係る

経由手

数料

２０，７００円

８・９ 省略 ８・９ 省略
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３３ 削除 ３３ 毒物及び劇物取

締法第４条第４項

の規定に基づく毒

物又は劇物の製造

業又は輸入業の登

録の更新の申請に

係る経由

毒物又

は劇物

の製造

業又は

輸入業

の登録

の更新

の申請

に係る

経由手

数料

６，８００円

３４ 削除 ３４ 毒物及び劇物取

締法第９条第２項

において準用する

同法第４条第２項

の規定に基づく毒

物又は劇物の製造

業又は輸入業の登

録の変更の申請に

係る経由

毒物又

は劇物

の製造

業又は

輸入業

の登録

の変更

の申請

に係る

経由手

数料

３，２００円

３５

毒

物及び劇物取締法

（昭和２５年法律第

３０３号）第４条第

１項に規定する毒

物又は劇物の製造

業又は輸入業の登

録の申請に対する

審査

省略 ３５ 毒物及び劇物取

締法施行令第３６条

の７第１項第１号

の規定に基づく毒

物及び劇物取締法

第４条第

１項に規定する毒

物又は劇物の製造

業又は輸入業の登

録の申請に対する

審査

省略

３６ 省略 ３６ 省略

３７

毒

物及び劇物取締法

第４条第３項に規

定する毒物又は劇

物の製造業又は輸

入業の登録の更新

の申請に対する審

査

省略 ３７ 毒物及び劇物取

締法施行令第３６条

の７第１項第１号

の規定に基づく毒

物及び劇物取締法

第４条第４項に規

定する毒物又は劇

物の製造業又は輸

入業の登録の更新

の申請に対する審

査

省略

３８ 毒物及び劇物取

締法第４条第３項

の規定に基づく毒

物又は劇物の販売

業の登録の更新の

申請に対する審査

省略 ３８ 毒物及び劇物取

締法第４条第４項

の規定に基づく毒

物又は劇物の販売

業の登録の更新の

申請に対する審査

省略
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３９ 省略 ３９ 省略

４０

毒

物及び劇物取締法

第９条第１項に規

定する毒物又は劇

物の製造業又は輸

入業の登録の変更

の申請に対する審

査

省略 ４０ 毒物及び劇物取

締法施行令第３６条

の７第１項第３号

の規定に基づく毒

物及び劇物取締法

第９条第１項に規

定する毒物又は劇

物の製造業又は輸

入業の登録の変更

の申請に対する審

査

省略

４１ 毒物及び劇物取

締法施行令（昭和

３０年 政 令 第２６１

号）第３５条第１項

の規定に基づく毒

物又は劇物の製造

業、輸入業又は販

売業の登録票の書

換え交付

毒物劇

物製造

業等の

登録票

の書換

え交付

手数料

省略 ４１ 毒物及び劇物取

締法施行令

第３５条第１項

の規定に基づく毒

物又は劇物の

販

売業の登録票の書

換え交付

毒物劇

物販売

業登録

票書換

え交付

手数料

省略

４２ 毒物及び劇物取

締法施行令第３６条

第１項の規定に基

づく毒物又は劇物

の製造業、輸入業

又は販売業の登録

票の再交付

毒物劇

物製造

業等の

登録票

の再交

付手数

料

省略 ４２ 毒物及び劇物取

締法施行令第３６条

第１項の規定に基

づく毒物又は劇物

の

販売業の登録

票の再交付

毒物劇

物販売

業登録

票再交

付手数

料

省略

４３～１１３ 省略 ４３～１１３ 省略

備考 省略 備考 省略

３・４ 省略

５ 土木関係事務手数料

３・４ 省略

５ 土木関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～１０１の１３ 省略 １～１０１の１３ 省略

１０１の１４ 建 築 物 の

エネルギー消費性

能の向上に関する

法律第３６条第１項

の規定に基づく建

築物のエネルギー

消費性能に係る認

定の申請に対する

審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

認定申

請手数

料

次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 省略

� その他の場合 次に掲げ

る建築物の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ア １戸建ての住宅 次に

掲げる審査の区分に応

じ、それぞれ次に定める

金額

� 建築物エネルギー消

費性能基準等を定める

省令第１条第１項第２

号イ��及びロ�に掲

げる基準

によ

る審査 床面積の合計

１０１の１４ 建 築 物 の

エネルギー消費性

能の向上に関する

法律第３６条第１項

の規定に基づく建

築物のエネルギー

消費性能に係る認

定の申請に対する

審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

認定申

請手数

料

次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 省略

� その他の場合 次に掲げ

る建築物の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ア １戸建ての住宅 次に

掲げる審査の区分に応

じ、それぞれ次に定める

金額

� 建築物エネルギー消

費性能基準等を定める

省令第１条第１項第２

号イ� 及びロ�に掲

げる基準（以下「性能

基準」という。）によ

る審査 床面積の合計
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附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、別表５の表１０１の１４の項の改正規定は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第７号
愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市 町 事 務 市 町

１～２ 省略 １～２ 省略

２の２ 児童福祉法（以下この項において「法」 中核市

について、次に掲げる

面積の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ａ・ｂ 省略

� 同号イ��及び�並

びにロ�及び�に掲げ

る基準

による

審査 床面積の合計に

ついて、次に掲げる面

積の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

ａ・ｂ 省略

イ 共同住宅等 次に掲げ

る審査の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� 同号イ�及びロ�に

掲げる基準による審査

住戸の総戸数につい

て、次に掲げる戸数の

区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ａ～ｄ 省略

� 同号イ��及び�並

びにロ�及び�に掲げ

る基準による審査 住

戸の総戸数について、

次に掲げる戸数の区分

に応じ、それぞれ次に

定める金額

ａ～ｄ 省略

ウ・エ 省略

について、次に掲げる

面積の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ａ・ｂ 省略

� 同号イ�及びロ�

に掲げ

る基準（以下「仕様基

準」という。）による

審査 床面積の合計に

ついて、次に掲げる面

積の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

ａ・ｂ 省略

イ 共同住宅等 次に掲げ

る審査の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� 性能基準

による審査

住戸の総戸数につい

て、次に掲げる戸数の

区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ａ～ｄ 省略

� 仕様基準

による審査 住

戸の総戸数について、

次に掲げる戸数の区分

に応じ、それぞれ次に

定める金額

ａ～ｄ 省略

ウ・エ 省略

１０１の１５・１０２ 省略 １０１の１５・１０２ 省略

備考 省略 備考 省略

６ 省略 ６ 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１
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附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第８号
愛媛県県税賦課徴収条例及び愛媛県特定非営利活動法人に係る県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

という。）及び法の施行のための規則に基づく

事務のうち、中核市が設置する母子生活支援施

設及び保育所に係る次に掲げるもの

� 法第４６条第１項の規定に基づく報告の徴収

及び立入検査等に関する事務

� 法第４６条第３項の規定に基づく改善勧告及

び改善命令に関する事務

� 法第４６条第４項の規定に基づく事業の停止

の命令に関する事務

３～２１ 省略 ３～２１ 省略

２１の２ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に基

づく事務のうち、同法第７０条の規定に基づく中

核市が経営する軽費老人ホームに係る報告の徴

収及び検査等に関する事務

中核市

２２～５６の６ 省略 ２２～５６の６ 省略

５６の７ 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以下こ

の項において「法」という。）に基づく事務の

うち、次に掲げるもの

�～� 省略

� 法第１１条の２第１項の規定に基づく浄化槽

の使用の休止の届出の受理に関する事務

� 法第１１条の２第２項の規定に基づく浄化槽

の使用の再開の届出の受理に関する事務

� 法第１１条の３の規定に基づく浄化槽の使用

の廃止の届出の受理に関する事務

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 法第１２条の５第４項（同条第５項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく設置

計画の協議及び同意に関する事務

� 省略

� 省略

� 法附則第１１条第１項の規定に基づく特定既

存単独処理浄化槽の除却等の助言又は指導に

関する事務

� 法附則第１１条第２項の規定に基づく特定既

存単独処理浄化槽の除却等の勧告に関する事

務

� 法附則第１１条第３項の規定に基づく措置命

令に関する事務

今治市、

宇 和 島

市、八幡

浜市、大

洲市、伊

予市、西

予市、上

島町、内

子町、伊

方町、松

野町、鬼

北町及び

愛南町

５６の７ 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以下こ

の項において「法」という。）に基づく事務の

うち、次に掲げるもの

�～� 省略

� 法第１１条の２の規定に基づく浄化槽の使用

の廃止の届出の受理に関する事務

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

今治市、

宇 和 島

市、八幡

浜市、大

洲市、伊

予市、西

予市、上

島町、内

子町、伊

方町、松

野町、鬼

北町及び

愛南町

５７～６２ 省略 ５７～６２ 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１
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愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県税賦課徴収条例及び愛媛県特定非営利活動法人に係る県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例

（愛媛県県税賦課徴収条例の一部改正）

第１条 愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（自動車税の環境性能割の税率）

第４２条の４ 次に掲げる自動車（法第１４９条第１項（同条第２項に

おいて準用する場合を含む。次項及び第３項において同じ。）の

規定の適用を受けるものを除く。）に対して課する自動車税の環

境性能割の税率は、１００分の１とする。

� 次に掲げるガソリン自動車（ガソリンを内燃機関の燃料とし

て用いる自動車をいい、法第１４９条第１項第３号に掲げる自動

車に該当するものを除く。次項第１号において同じ。）

ア 営業用の乗用車のうち、次のいずれにも該当するもので地

方税法施行規則で定めるもの

� 次のいずれかに該当すること。

ａ 道路運送車両法第４１条第１項の規定により平成３０年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた自動

車排出ガスに係る保安上又は公害防止その他の環境保全

上の技術基準（以下この項において「排出ガス保安基

準」という。）で地方税法施行規則で定めるもの（以下

この号及び次項第１号において「平成３０年ガソリン軽中

量車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排

出量が平成３０年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化

物の値の２分の１を超えないこと。

ｂ 道路運送車両法第４１条第１項の規定により平成１７年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるもの（以下こ

の号及び次項第１号において「平成１７年ガソリン軽中量

車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出

量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の４分の１を超えないこと。

� 省略

イ～オ 省略

� 次に掲げる石油ガス自動車（液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車をいい、法第１４９条第１項第３号に掲げる

自動車に該当するものを除く。次項第２号において同じ。）

ア 営業用の乗用車のうち、次のいずれにも該当するもので地

方税法施行規則で定めるもの

� 次のいずれかに該当すること。

ａ 道路運送車両法第４１条第１項の規定により平成３０年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるもの（以下こ

の号及び次項第２号において「平成３０年石油ガス軽中量

車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出

量が平成３０年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の２分の１を超えないこと。

ｂ 道路運送車両法第４１条第１項の規定により平成１７年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるもの（以下こ

の号及び次項第２号において「平成１７年石油ガス軽中量

（自動車税の環境性能割の税率）

第４２条の４ 次に掲げる自動車（法第１４９条第１項（同条第２項に

おいて準用する場合を含む。次項及び第３項において同じ。）の

規定の適用を受けるものを除く。）に対して課する自動車税の環

境性能割の税率は、１００分の１とする。

� 次に掲げるガソリン自動車（ガソリンを内燃機関の燃料とし

て用いる自動車をいい、法第１４９条第１項第３号に掲げる自動

車に該当するものを除く。次項第１号において同じ。）

ア 営業用の乗用車のうち、次のいずれにも該当するもので地

方税法施行規則で定めるもの

� 次のいずれかに該当すること。

ａ 道路運送車両法第４１条 の規定により平成３０年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた自動

車排出ガスに係る保安上又は公害防止その他の環境保全

上の技術基準（以下この項において「排出ガス保安基

準」という。）で地方税法施行規則で定めるもの（以下

この号及び次項第１号において「平成３０年ガソリン軽中

量車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排

出量が平成３０年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化

物の値の２分の１を超えないこと。

ｂ 道路運送車両法第４１条 の規定により平成１７年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるもの（以下こ

の号及び次項第１号において「平成１７年ガソリン軽中量

車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出

量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の４分の１を超えないこと。

� 省略

イ～オ 省略

� 次に掲げる石油ガス自動車（液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車をいい、法第１４９条第１項第３号に掲げる

自動車に該当するものを除く。次項第２号において同じ。）

ア 営業用の乗用車のうち、次のいずれにも該当するもので地

方税法施行規則で定めるもの

� 次のいずれかに該当すること。

ａ 道路運送車両法第４１条 の規定により平成３０年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるもの（以下こ

の号及び次項第２号において「平成３０年石油ガス軽中量

車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出

量が平成３０年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の２分の１を超えないこと。

ｂ 道路運送車両法第４１条 の規定により平成１７年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるもの（以下こ

の号及び次項第２号において「平成１７年石油ガス軽中量

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１
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車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出

量が平成１７年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の４分の１を超えないこと。

� 省略

イ 省略

� 次に掲げる軽油自動車（軽油を内燃機関の燃料として用いる

自動車をいい、法第１４９条第１項第３号に掲げる自動車に該当

するものを除く。次項第３号において同じ。）

ア 車両総重量が２．５トンを超え３．５トン以下のバス又はトラッ

クのうち、次のいずれにも該当するもので地方税法施行規則

で定めるもの

� 次のいずれかに該当すること。

ａ 道路運送車両法第４１条第１項の規定により平成３０年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるもの（次項第

３号において「平成３０年軽油軽中量車基準」という。）

に適合すること。

ｂ 道路運送車両法第４１条第１項の規定により平成２１年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるもの（以下こ

の号及び次項第３号において「平成２１年軽油軽中量車基

準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物及び粒子状

物質の排出量が平成２１年軽油軽中量車基準に定める窒素

酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

� 省略

イ 省略

ウ 車両総重量が３．５トンを超えるバス又はトラックのうち、

次のいずれにも該当するもので地方税法施行規則で定めるも

の

� 次のいずれかに該当すること。

ａ 道路運送車両法第４１条第１項の規定により平成２８年１０

月１日（車両総重量が３．５トンを超え７．５トン以下のもの

にあつては、平成３０年１０月１日）以降に適用されるべき

ものとして定められた排出ガス保安基準で地方税法施行

規則で定めるもの（次項第３号ウ�において「平成２８年

軽油重量車基準」という。）に適合すること。

ｂ 道路運送車両法第４１条第１項の規定により平成２１年１０

月１日（車両総重量が１２トン以下のものにあつては、平

成２２年１０月１日）以降に適用されるべきものとして定め

られた排出ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるも

の（以下この号及び次項第３号において「平成２１年軽油

重量車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物及

び粒子状物質の排出量が平成２１年軽油重量車基準に定め

る窒素酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えない

こと。

� 省略

エ 省略

２～４ 省略

（自動車税の環境性能割の申告納付の期限）

第４２条の５ 自動車の取得者がなすべき申告納付の期限は、次の各

号に掲げる自動車の区分に応じ、当該各号に定める時又は日まで

とする。

�・� 省略

車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出

量が平成１７年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物

の値の４分の１を超えないこと。

� 省略

イ 省略

� 次に掲げる軽油自動車（軽油を内燃機関の燃料として用いる

自動車をいい、法第１４９条第１項第３号に掲げる自動車に該当

するものを除く。次項第３号において同じ。）

ア 車両総重量が２．５トンを超え３．５トン以下のバス又はトラッ

クのうち、次のいずれにも該当するもので地方税法施行規則

で定めるもの

� 次のいずれかに該当すること。

ａ 道路運送車両法第４１条 の規定により平成３０年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるもの（次項第

３号において「平成３０年軽油軽中量車基準」という。）

に適合すること。

ｂ 道路運送車両法第４１条 の規定により平成２１年１０

月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるもの（以下こ

の号及び次項第３号において「平成２１年軽油軽中量車基

準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物及び粒子状

物質の排出量が平成２１年軽油軽中量車基準に定める窒素

酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。

� 省略

イ 省略

ウ 車両総重量が３．５トンを超えるバス又はトラックのうち、

次のいずれにも該当するもので地方税法施行規則で定めるも

の

� 次のいずれかに該当すること。

ａ 道路運送車両法第４１条 の規定により平成２８年１０

月１日（車両総重量が３．５トンを超え７．５トン以下のもの

にあつては、平成３０年１０月１日）以降に適用されるべき

ものとして定められた排出ガス保安基準で地方税法施行

規則で定めるもの（次項第３号ウ�において「平成２８年

軽油重量車基準」という。）に適合すること。

ｂ 道路運送車両法第４１条 の規定により平成２１年１０

月１日（車両総重量が１２トン以下のものにあつては、平

成２２年１０月１日）以降に適用されるべきものとして定め

られた排出ガス保安基準で地方税法施行規則で定めるも

の（以下この号及び次項第３号において「平成２１年軽油

重量車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物及

び粒子状物質の排出量が平成２１年軽油重量車基準に定め

る窒素酸化物及び粒子状物質の値の１０分の９を超えない

こと。

� 省略

エ 省略

２～４ 省略

（自動車税の環境性能割の申告納付の期限）

第４２条の５ 自動車の取得者がなすべき申告納付の期限は、次の各

号に掲げる自動車の区分に応じ、当該各号に定める時又は日まで

とする。

�・� 省略
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（愛媛県特定非営利活動法人に係る県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県特定非営利活動法人に係る県税の特別措置に関する条例（平成１４年愛媛県条例第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 前２号に掲げる自動車以外の自動車で、道路運送車両法第６７

条第１項の規定による自動車検査証の変更記録を受けるべき自

動車 当該変更記録を受けるべき事由があつた日から１５日を経

過する日（その日前に当該変更記録を受けたときは、当該変更

記録の時）

� 省略

附 則

（自動車税の種別割の税率の特例）

第２３条 省略

２ 次に掲げる自動車に対する第４３条第１項及び第２項の規定の適

用については、当該自動車（自家用の乗用車及びキャンピング車

を除く。）が平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に

初回新規登録を受けた場合には令和元年度分の自動車税の種別割

（法第１７７条の１０第１項又は第２項の規定により当該自動車の所

有者に対して月割をもつて課されるものに限る。）に限り、当該

自動車が平成３１年４月１日（自家用の乗用車及びキャンピング車

にあつては、令和元年１０月１日）から令和２年３月３１日までの間

に初回新規登録を受けた場合には令和２年度分の自動車税の種別

割に限り、当該自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日

までの間に初回新規登録を受けた場合には令和３年度分の自動車

税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる第４３条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

� 省略

� 天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第４１条第１項の規定

により平成３０年１０月１日以降に適用されるべきものとして定め

られた第４２条の４第１項第１号ア�ａに規定する排出ガス保安

基準で地方税法施行規則で定めるものに適合するもの又は同法

第４１条第１項の規定により平成２１年１０月１日（同法第４０条第３

号に規定する車両総重量が３．５トンを超え１２トン以下のものに

あつては、平成２２年１０月１日）以降に適用されるべきものとし

て定められた第４２条の４第１項第１号ア�ａに規定する排出ガ

ス保安基準で同省令で定めるもの（以下この号において「平成

２１年天然ガス車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物

の排出量が平成２１年天然ガス車基準に定める窒素酸化物の値の

１０分の９を超えないもので同省令で定めるもの

�～� 省略

� 前２号に掲げる自動車以外の自動車で、道路運送車両法第６７

条第１項の規定による自動車検査証の記入 を受けるべき自

動車 当該記入 を受けるべき事由があつた日から１５日を経

過する日（その日前に当該記入 を受けたときは、当該記入

の時）

� 省略

附 則

（自動車税の種別割の税率の特例）

第２３条 省略

２ 次に掲げる自動車に対する第４３条第１項及び第２項の規定の適

用については、当該自動車（自家用の乗用車及びキャンピング車

を除く。）が平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に

初回新規登録を受けた場合には令和元年度分の自動車税の種別割

（法第１７７条の１０第１項又は第２項の規定により当該自動車の所

有者に対して月割をもつて課されるものに限る。）に限り、当該

自動車が平成３１年４月１日（自家用の乗用車及びキャンピング車

にあつては、令和元年１０月１日）から令和２年３月３１日までの間

に初回新規登録を受けた場合には令和２年度分の自動車税の種別

割に限り、当該自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日

までの間に初回新規登録を受けた場合には令和３年度分の自動車

税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる第４３条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

� 省略

� 天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第４１条 の規定

により平成３０年１０月１日以降に適用されるべきものとして定め

られた第４２条の４第１項第１号ア�ａに規定する排出ガス保安

基準で地方税法施行規則で定めるものに適合するもの又は同法

第４１条 の規定により平成２１年１０月１日（同法第４０条第３

号に規定する車両総重量が３．５トンを超え１２トン以下のものに

あつては、平成２２年１０月１日）以降に適用されるべきものとし

て定められた同項第１号ア�ａ に規定する排出ガ

ス保安基準で同省令で定めるもの（以下この号において「平成

２１年天然ガス車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物

の排出量が平成２１年天然ガス車基準に定める窒素酸化物の値の

１０分の９を超えないもので同省令で定めるもの

�～� 省略

省略 省略

３ 省略 ３ 省略

改 正 後 改 正 前

（自動車税の課税免除）

第４条 特定非営利活動法人が、その行う特定非営利活動に係る事

業の用に供するための自動車をその設立の日から１年以内に無償

で取得し、かつ、当該自動車について当該期間内に道路運送車両

法（昭和２６年法律第１８５号）第１３条の規定による移転登録又は同

法第６７条第１項の規定による自動車検査証の変更記録（所有者又

は使用者の変更によるものに限る。）がされたときは、当該自動

車に対する自動車税の環境性能割を課税しない。

２ 省略

（自動車税の課税免除）

第４条 特定非営利活動法人が、その行う特定非営利活動に係る事

業の用に供するための自動車をその設立の日から１年以内に無償

で取得し、かつ、当該自動車について当該期間内に道路運送車両

法（昭和２６年法律第１８５号）第１３条の規定による移転登録又は同

法第６７条第１項の規定による自動車検査証の記入 （所有者又

は使用者の変更によるものに限る。）がされたときは、当該自動

車に対する自動車税の環境性能割を課税しない。

２ 省略
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附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第１条中愛媛県県税賦課徴収条例第４２条の５第３号の改正規定及び第２条の規定

は、道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年法律第１４号）附則第１条第６号の政令で定める日から施行する。

�愛媛県条例第９号
愛媛県教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び執行の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び執行の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び執行の特例に関する条例（平成２３年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際改正後の愛媛県教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び執行の特例に関する条例本則第１号に掲げる教育に

関する事務に係る法令、条例若しくは教育委員会規則（以下「法令等」という。）の規定により教育委員会若しくはその委任を受けた者

（以下「教育委員会等」という。）がした処分その他の行為で現にその効力を有するもの又はこの条例の施行の日前に同号に掲げる教育

に関する事務に係る法令等の規定により教育委員会等に対してなされた申請、届出その他の行為で、同日以後において知事が管理し、及

び執行することとなる教育に関する事務に係るものは、同日以後においては、知事のした処分その他の行為又は知事に対してなされた申

請、届出その他の行為とみなす。

（愛媛県教育機関の設置等に関する条例の一部改正）

３ 愛媛県教育機関の設置等に関する条例（昭和３２年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号。以下「法」という。）第２３条第１項の規定に基づき、次に掲げ

る教育に関する事務は、知事が管理し、及び執行することとする。

� えひめ青少年ふれあいセンター、愛媛県生涯学習センター、愛

媛県総合科学博物館、愛媛県歴史文化博物館及び愛媛県美術館の

設置、管理及び廃止に関すること（法第２１条第７号から第９号ま

で及び第１２号に掲げる事務のうち、これらの教育機関のみに係る

ものを含む。）。

� 省略

� 省略

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号 ）第２３条第１項の規定に基づき、次に掲げ

る教育に関する事務は、知事が管理し、及び執行することとする。

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（指定管理者に管理を行わせることができる教育機関）

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の

規定に基づき知事

が指定する法人その他の団体（以下「指定管理者」とい

う。）に管理を行わせることができる教育機関は、別表第３のと

おりとする。

（指定管理者の指定）

第４条 指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体は、

その指定を受けて管理を行おうとする教育機関ごとに、申請書に

管理計画書その他知事 が定める

書類を添えて、知事 が定める期日までに知事

に提出しなければならない。

２ 知事 は、前項の申請の手続について、あらかじめ、公

（指定管理者に管理を行わせることができる教育機関）

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の

規定に基づき教育委員会又は知事（以下「教育委員会等」とい

う。）が指定する法人その他の団体（以下「指定管理者」とい

う。）に管理を行わせることができる教育機関は、別表第３のと

おりとする。

（指定管理者の指定）

第４条 指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体は、

その指定を受けて管理を行おうとする教育機関ごとに、申請書に

管理計画書その他当該教育機関を所管する教育委員会等が定める

書類を添えて、当該教育委員会等が定める期日までに当該教育委

員会等に提出しなければならない。

２ 教育委員会等は、前項の申請の手続について、あらかじめ、公
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表しなければならない。

３ 知事 は、第１項の規定による申請があつたときは、当

該申請に係る教育機関の管理を適正かつ確実に行うことができる

と認められる法人その他の団体であつて、当該教育機関の設置の

目的を最も効果的かつ効率的に達成することができると認められ

るものを選定し、議会の議決を経て、指定管理者として指定する

ものとする。

（指定の公示等）

第５条 知事 は、指定管理者の指定をしたとき、又はその

指定を取り消し、若しくは管理の業務の全部若しくは一部の停止

を命じたときは、当該指定管理者の名称、住所その他の知事

が定める事項を公示しなければならない。

２ 指定管理者は、その名称、住所その他の知事

が定める事項を変更しようとするときは、変更しよう

とする日の２週間前までに、その旨を知事 に届け出

なければならない。

３ 知事 は、前項の規定による届出があつたときは、その

旨を公示しなければならない。

（指定管理者の原状回復義務等）

第６条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定

を取り消されたときは、その管理をしなくなつた教育機関を直ち

に原状に回復しなければならない。ただし、知事

の承認を得たときは、この限りでない。

２ 知事 は、指定管理者が故意又は過失により教育機関を

損傷し、又は滅失した場合は、原状回復又は損害賠償を命ずるこ

とができる。

（補則）

第７条 この条例に定めるもののほか、教育機関の組織及び運営に

関し必要な事項は、教育委員会又は知事が定める。

別表第１（第１条関係）

表しなければならない。

３ 教育委員会等は、第１項の規定による申請があつたときは、当

該申請に係る教育機関の管理を適正かつ確実に行うことができる

と認められる法人その他の団体であつて、当該教育機関の設置の

目的を最も効果的かつ効率的に達成することができると認められ

るものを選定し、議会の議決を経て、指定管理者として指定する

ものとする。

（指定の公示等）

第５条 教育委員会等は、指定管理者の指定をしたとき、又はその

指定を取り消し、若しくは管理の業務の全部若しくは一部の停止

を命じたときは、当該指定管理者の名称、住所その他の当該教育

委員会等が定める事項を公示しなければならない。

２ 指定管理者は、その名称、住所その他の教育機関を所管する教

育委員会等が定める事項を変更しようとするときは、変更しよう

とする日の２週間前までに、その旨を当該教育委員会等に届け出

なければならない。

３ 教育委員会等は、前項の規定による届出があつたときは、その

旨を公示しなければならない。

（指定管理者の原状回復義務等）

第６条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定

を取り消されたときは、その管理をしなくなつた教育機関を直ち

に原状に回復しなければならない。ただし、当該教育機関を所管

する教育委員会等の承認を得たときは、この限りでない。

２ 教育委員会等は、指定管理者が故意又は過失により教育機関を

損傷し、又は滅失した場合は、原状回復又は損害賠償を命ずるこ

とができる。

（補則）

第７条 この条例に定めるもののほか、教育機関の組織及び運営に

関し必要な事項は、教育委員会等 が定める。

別表第１（第１条関係）

名 称 目的及び事業 位置 名 称 目的及び事業 位置

えひめ青少年

ふれあいセン

ター

共同生活を通じ心身ともに健全な青少

年を育成し、家族、青少年等の触れ合

いを図り、及び県民の生涯にわたる学

習活動を支援するために必要な青少年

の研修の実施並びに家族、青少年等の

交流の機会及び県民の生涯にわたる学

習活動の場の提供

松山

市

省略 省略

愛媛県生涯学

習センター

県民の生涯にわたる学習活動を促進

し、及び援助するために必要な学習情

報の提供、調査研究、指導者の養成、

学習機会の提供等の各種事業の実施及

び施設の提供

松山

市

別表第２（第１条関係） 別表第２（第１条関係）

名 称 目的及び事業 位置 名 称 目的及び事業 位置

愛媛県武道館 省略 愛媛県武道館 省略

えひめ青少年

ふれあいセン

ター

共同生活を通じ心身ともに健全な青少

年を育成し、家族、青少年等の触れ合

いを図り、及び県民の生涯にわたる学

習活動を支援するために必要な青少年

松山

市
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（愛媛県県立博物館設置条例の一部改正）

４ 愛媛県県立博物館設置条例（昭和４５年愛媛県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

の研修の実施並びに家族、青少年等の

交流の機会及び県民の生涯にわたる学

習活動の場の提供

愛媛県生涯学

習センター

県民の生涯にわたる学習活動を促進

し、及び援助するために必要な学習情

報の提供、調査研究、指導者の養成、

学習機会の提供等の各種事業の実施及

び施設の提供

松山

市

別表第３（第３条関係） 別表第３（第３条関係）

愛媛県武道館

えひめ青少年ふれあいセンター

愛媛県生涯学習センター

えひめ青少年ふれあいセンター

愛媛県生涯学習センター

愛媛県武道館

改 正 後 改 正 前

（指定管理者に管理を行わせることができる県立博物館）

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の

規定に基づき知事

が指定する法人その他の団体（以下「指定管理者」という。）に

管理を行わせることができる県立博物館は、別表第２のとおりと

する。

（指定管理者の指定）

第４条 指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体は、

その指定を受けて管理を行おうとする県立博物館ごとに、申請書

に管理計画書その他知事 が定める書類を添えて、知事

が定める期日までに知事 に提出しなければならない。

２ 知事 は、前項の申請の手続について、あらかじめ、公表

しなければならない。

３ 知事 は、第１項の規定による申請があつたときは、当該

申請に係る県立博物館の管理を適正かつ確実に行うことができる

と認められる法人その他の団体であつて、当該県立博物館の設置

の目的を最も効果的かつ効率的に達成することができると認めら

れるものを選定し、議会の議決を経て、指定管理者として指定す

るものとする。

（指定の公示等）

第５条 知事 は、指定管理者の指定をしたとき、又はその指

定を取り消し、若しくは管理の業務の全部若しくは一部の停止を

命じたときは、当該指定管理者の名称、住所その他の知事

が定める事項を公示しなければならない。

２ 指定管理者は、その名称、住所その他の知事 が定める事

項を変更しようとするときは、変更しようとする日の２週間前ま

でに、その旨を知事 に届け出なければならない。

３ 知事 は、前項の規定による届出があつたときは、その旨

を公示しなければならない。

（指定管理者の原状回復義務等）

第６条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定

（指定管理者に管理を行わせることができる県立博物館）

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の

規定に基づき愛媛県教育委員会（以下「教育委員会」という。）

が指定する法人その他の団体（以下「指定管理者」という。）に

管理を行わせることができる県立博物館は、別表第２のとおりと

する。

（指定管理者の指定）

第４条 指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体は、

その指定を受けて管理を行おうとする県立博物館ごとに、申請書

に管理計画書その他教育委員会が定める書類を添えて、教育委員

会が定める期日までに教育委員会に提出しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の申請の手続について、あらかじめ、公表

しなければならない。

３ 教育委員会は、第１項の規定による申請があつたときは、当該

申請に係る県立博物館の管理を適正かつ確実に行うことができる

と認められる法人その他の団体であつて、当該県立博物館の設置

の目的を最も効果的かつ効率的に達成することができると認めら

れるものを選定し、議会の議決を経て、指定管理者として指定す

るものとする。

（指定の公示等）

第５条 教育委員会は、指定管理者の指定をしたとき、又はその指

定を取り消し、若しくは管理の業務の全部若しくは一部の停止を

命じたときは、当該指定管理者の名称、住所その他の教育委員会

が定める事項を公示しなければならない。

２ 指定管理者は、その名称、住所その他の教育委員会が定める事

項を変更しようとするときは、変更しようとする日の２週間前ま

でに、その旨を教育委員会に届け出なければならない。

３ 教育委員会は、前項の規定による届出があつたときは、その旨

を公示しなければならない。

（指定管理者の原状回復義務等）

第６条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定
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（愛媛県美術館使用料条例の一部改正）

５ 愛媛県美術館使用料条例（平成１０年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県博物館協議会設置条例の一部改正）

６ 愛媛県博物館協議会設置条例（平成１２年愛媛県条例第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県生涯学習センター管理条例の一部改正）

７ 愛媛県生涯学習センター管理条例（平成２０年愛媛県条例第２５号）の一部を次のように改正する。

を取り消されたときは、その管理をしなくなつた県立博物館を直

ちに原状に回復しなければならない。ただし、知事 の承認

を得たときは、この限りでない。

２ 知事 は、指定管理者が故意又は過失により県立博物館を

損傷し、又は滅失した場合は、原状回復又は損害賠償を命ずるこ

とができる。

（雑則）

第７条 県立博物館の運営に関し必要な事項は、規則 で

定める。

を取り消されたときは、その管理をしなくなつた県立博物館を直

ちに原状に回復しなければならない。ただし、教育委員会の承認

を得たときは、この限りでない。

２ 教育委員会は、指定管理者が故意又は過失により県立博物館を

損傷し、又は滅失した場合は、原状回復又は損害賠償を命ずるこ

とができる。

（雑則）

第７条 県立博物館の運営に関し必要な事項は、教育委員会規則で

定める。

改 正 後 改 正 前

（使用料の額）

第２条 前条に規定する使用料（以下「使用料」という。）の額

は、別表に定める額の範囲内で知事 が定める額とする。

２ 前項に定めるもののほか、特別の企画による展示に係る観覧料

は、当該特別の企画による展示に要する費用を勘案して知事

がその都度定める額とする。

（使用料の納付時期）

第３条 使用料は、美術館の使用の前に納付しなければならない。

ただし、知事 が必要と認めるときは、後納させることがで

きる。

（使用料の減免）

第４条 知事 は、特に必要と認める者に対しては、その使用

料を減免することができる。

（使用料の不還付）

第５条 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、次の各号の

いずれかに該当するときは、この限りでない。

� 省略

� 別表施設使用料の項に掲げる施設を使用する者又は美術館が

収集し、保管し、若しくは展示する美術品及び美術に関する資

料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等若しくはこれらにより得

たものの展示若しくは刊行物への掲載（以下「特別利用」とい

う。）をする者が知事 が定める日までに使用又は特別利

用の取消しを申し出て、知事 がやむを得ないと認めたと

き。

（委任）

第６条 この条例に定めるもののほか、使用料の徴収に関し必要な

事項は、知事 が定める。

（使用料の額）

第２条 前条に規定する使用料（以下「使用料」という。）の額

は、別表に定める額の範囲内で教育委員会が定める額とする。

２ 前項に定めるもののほか、特別の企画による展示に係る観覧料

は、当該特別の企画による展示に要する費用を勘案して教育委員

会がその都度定める額とする。

（使用料の納付時期）

第３条 使用料は、美術館の使用の前に納付しなければならない。

ただし、教育委員会が必要と認めるときは、後納させることがで

きる。

（使用料の減免）

第４条 教育委員会は、特に必要と認める者に対しては、その使用

料を減免することができる。

（使用料の不還付）

第５条 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、次の各号の

いずれかに該当するときは、この限りでない。

� 省略

� 別表施設使用料の項に掲げる施設を使用する者又は美術館が

収集し、保管し、若しくは展示する美術品及び美術に関する資

料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等若しくはこれらにより得

たものの展示若しくは刊行物への掲載（以下「特別利用」とい

う。）をする者が教育委員会が定める日までに使用又は特別利

用の取消しを申し出て、教育委員会がやむを得ないと認めたと

き。

（委任）

第６条 この条例に定めるもののほか、使用料の徴収に関し必要な

事項は、教育委員会が定める。

改 正 後 改 正 前

（雑則）

第５条 この条例に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関

し必要な事項は、規則 で定める。

（雑則）

第５条 この条例に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関

し必要な事項は、教育委員会規則で定める。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事 が指定する

法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次

に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務（同条第４号に掲げる業務のうち知事

が定める業務を除く。）の実施に関すること。

�～� 省略

� その他知事 が定める業務

（開館時間等）

第４条 省略

２ 省略

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ知事 の承認を得て、第１項の開

館時間及び前項の利用時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ知事 の承認を得て、同項の休館

日を変更することができる。

（禁止行為）

第６条 センターを利用する者は、次に掲げる行為をしてはならな

い。ただし、知事 の許可を受けた場合は、この限りでな

い。

�～� 省略

２ 省略

（利用料金の額）

第１２条 省略

２ 省略

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらか

じめ知事 の承認を受けなければならない。その額を変更し

ようとするときも、同様とする。

４ 省略

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、利

用料金を減免することができる。

� 省略

� 知事 が特に必要があると認めて指示するとき。

� 省略

（センター資料の特別利用）

第１５条 センター資料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこれ

らにより得たものの展示若しくは刊行物への掲載（以下「特別利

用」という。）をしようとする者は、知事 の許可を受けな

ければならない。

２ 知事 は、前項の許可をする場合において、センター資料

の管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付するこ

とができる。

（特別利用料の納付）

第１６条 省略

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、教育委員会が指定する

法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次

に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務（同条第４号に掲げる業務のうち教育

委員会が定める業務を除く。）の実施に関すること。

�～� 省略

� その他教育委員会が定める業務

（開館時間等）

第４条 省略

２ 省略

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、第１項の開

館時間及び前項の利用時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同項の休館

日を変更することができる。

（禁止行為）

第６条 センターを利用する者は、次に掲げる行為をしてはならな

い。ただし、教育委員会の許可を受けた場合は、この限りでな

い。

�～� 省略

２ 省略

（利用料金の額）

第１２条 省略

２ 省略

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらか

じめ教育委員会の承認を受けなければならない。その額を変更し

ようとするときも、同様とする。

４ 省略

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、利

用料金を減免することができる。

� 省略

� 教育委員会が特に必要があると認めて指示するとき。

� 省略

（センター資料の特別利用）

第１５条 センター資料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこれ

らにより得たものの展示若しくは刊行物への掲載（以下「特別利

用」という。）をしようとする者は、教育委員会の許可を受けな

ければならない。

２ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、センター資料

の管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付するこ

とができる。

（特別利用料の納付）

第１６条 省略
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２ 特別利用料は、センター資料の特別利用の前に納付しなければ

ならない。ただし、知事 が必要と認めるときは、後納させ

ることができる。

（特別利用料の額）

第１７条 特別利用料の額は、センター資料１点の特別利用１回につ

き、５，２３０円の範囲内で知事 が定める額とする。

（特別利用料の減免）

第１８条 知事 は、特に必要と認める者に対しては、その特別

利用料を減免することができる。

（特別利用料の不還付）

第１９条 既に納付した特別利用料は、還付しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 省略

� 特別利用者が知事 が定める日までに特別利用の取消し

を申し出て、知事 がやむを得ないと認めたとき。

（センター資料の館外貸出し）

第２０条 知事 は、センターの業務に支障がない場合で、生涯

学習に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認め

られ、かつ、センター資料の取扱い上の安全が確認できるとき

は、センター資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により館外貸出しを受けようとする者は、知事

の許可を受けなければならない。当該館外貸出しの許可を受け

た者がその期間を延長しようとするときも、同様とする。

３ 知事 は、前項の許可をする場合において、センター資料

の管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付するこ

とができる。

４ 知事 は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可

したセンター資料の返還を求めることができる。

（知事 による管理）

第２２条 センターの管理を指定管理者が行うことができないとき

は、知事 は、センターの管理に係る業務を行うものとす

る。

２ 第１１条第１項及び第２項、第１２条第１項及び第２項、第１３条

（第１号及び第３号を除く。）並びに第１４条の規定は、前項の場

合に準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に

読み替えるものとする。

２ 特別利用料は、センター資料の特別利用の前に納付しなければ

ならない。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、後納させ

ることができる。

（特別利用料の額）

第１７条 特別利用料の額は、センター資料１点の特別利用１回につ

き、５，２３０円の範囲内で教育委員会が定める額とする。

（特別利用料の減免）

第１８条 教育委員会は、特に必要と認める者に対しては、その特別

利用料を減免することができる。

（特別利用料の不還付）

第１９条 既に納付した特別利用料は、還付しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 省略

� 特別利用者が教育委員会が定める日までに特別利用の取消し

を申し出て、教育委員会がやむを得ないと認めたとき。

（センター資料の館外貸出し）

第２０条 教育委員会は、センターの業務に支障がない場合で、生涯

学習に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認め

られ、かつ、センター資料の取扱い上の安全が確認できるとき

は、センター資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により館外貸出しを受けようとする者は、教育委員

会の許可を受けなければならない。当該館外貸出しの許可を受け

た者がその期間を延長しようとするときも、同様とする。

３ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、センター資料

の管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付するこ

とができる。

４ 教育委員会は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可

したセンター資料の返還を求めることができる。

（教育委員会による管理）

第２２条 センターの管理を指定管理者が行うことができないとき

は、教育委員会は、センターの管理に係る業務を行うものとす

る。

２ 第１１条第１項及び第２項、第１２条第１項及び第２項、第１３条

（第１号及び第３号を除く。）並びに第１４条の規定は、前項の場

合に準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に

読み替えるものとする。

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句

省略 省略

第１１条第２項 省略 第１１条第２項 省略

指定管理者 知事 指定管理者 教育委員会

省略 省略

省略 省略

第１２条第１項 省略 第１２条第１項 省略

指定管理者 知事 指定管理者 教育委員会

第１２条第２項 省略 第１２条第２項 省略

指定管理者が定める

額

知事 が定める

額

指定管理者が定める

額

教育委員会が定める

額

省略 省略

第１３条各号列記

以外の部分

指定管理者 知事 第１３条各号列記

以外の部分

指定管理者 教育委員会

省略 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１
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（愛媛県総合科学博物館管理条例の一部改正）

８ 愛媛県総合科学博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

第１４条第２号 前号に掲げるものの

ほか、指定管理者

利用者が知事

の定める日までに利

用の取消しを申し出

て、知事

第１４条第２号 前号に掲げるものの

ほか、指定管理者

利用者が教育委員会

の定める日までに利

用の取消しを申し出

て、教育委員会

（補則）

第２３条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関し必要

な事項は、知事 が定める。

（補則）

第２３条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関し必要

な事項は、教育委員会が定める。

改 正 後 改 正 前

（指定管理者が行う業務）

第３条 博物館の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事 が指定する法人

その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次に掲

げる業務を行わなければならない。

� 前条第１項に規定する業務のうち知事 が定める業務の

実施に関すること。

�～� 省略

� その他知事 が定める業務

（開館時間等）

第４条 省略

２ 省略

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ知事 の承認を得て、第１項の開

館時間及び前項の利用時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ知事 の承認を得て、同項の休館

日を変更することができる。

（禁止行為）

第６条 博物館を利用する者は、次に掲げる行為をしてはならな

い。ただし、知事 の許可を受けた場合は、この限りでな

い。

�～� 省略

２ 省略

（利用料金の額）

第１２条 省略

２・３ 省略

４ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらか

じめ知事 の承認を受けなければならない。その額を変更し

ようとするときも、同様とする。

５ 省略

（利用料金の減免）

第１３条 省略

２ 省略

３ 指定管理者は、第１項に掲げるもののほか、次の各号のいずれ

かに該当するときは、利用料金を減免することができる。

（指定管理者が行う業務）

第３条 博物館の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第３項の規定に基づき、教育委員会が指定する法人

その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次に掲

げる業務を行わなければならない。

� 前条第１項に規定する業務のうち教育委員会が定める業務の

実施に関すること。

�～� 省略

� その他教育委員会が定める業務

（開館時間等）

第４条 省略

２ 省略

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、第１項の開

館時間及び前項の利用時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同項の休館

日を変更することができる。

（禁止行為）

第６条 博物館を利用する者は、次に掲げる行為をしてはならな

い。ただし、教育委員会の許可を受けた場合は、この限りでな

い。

�～� 省略

２ 省略

（利用料金の額）

第１２条 省略

２・３ 省略

４ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらか

じめ教育委員会の承認を受けなければならない。その額を変更し

ようとするときも、同様とする。

５ 省略

（利用料金の減免）

第１３条 省略

２ 省略

３ 指定管理者は、第１項に掲げるもののほか、次の各号のいずれ

かに該当するときは、利用料金を減免することができる。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１
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� 省略

� 知事 が特に必要があると認めて指示するとき。

� 省略

（博物館資料の特別利用）

第１５条 博物館資料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこれら

により得たものの展示若しくは刊行物への掲載（以下「特別利

用」という。）をしようとする者は、知事 の許可を受けな

ければならない。

２ 知事 は、前項の許可をする場合において、博物館資料の

管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付すること

ができる。

（特別利用料の納付）

第１６条 省略

２ 特別利用料は、博物館資料の特別利用の前に納付しなければな

らない。ただし、知事 が必要と認めるときは、後納させる

ことができる。

（特別利用料の額）

第１７条 特別利用料の額は、博物館資料１点の特別利用１回につ

き、５，２３０円の範囲内で知事 が定める額とする。

（特別利用料の減免）

第１８条 知事 は、特に必要と認める者に対しては、その特別

利用料を減免することができる。

（特別利用料の不還付）

第１９条 既に納付した特別利用料は、還付しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 省略

� 特別利用者が知事 が定める日までに特別利用の取消し

を申し出て、知事 がやむを得ないと認めたとき。

（博物館資料の館外貸出し）

第２０条 知事 は、博物館の業務に支障がない場合で、自然史

等に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認めら

れ、かつ、博物館資料の取扱い上の安全が確認できるときは、博

物館資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により館外貸出しを受けようとする者は、知事

の許可を受けなければならない。当該館外貸出しの許可を受け

た者がその期間を延長しようとするときも、同様とする。

３ 知事 は、前項の許可をする場合において、博物館資料の

管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付すること

ができる。

４ 知事 は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可

した博物館資料の返還を求めることができる。

（知事 による管理）

第２２条 博物館の管理を指定管理者が行うことができないときは、

知事 は、博物館の管理に係る業務を行うものとする。

２ 第１１条第１項及び第２項、第１２条第１項から第３項まで、第１３

条（第３項第１号及び第３号を除く。）並びに第１４条の規定は、

前項の場合に準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。

� 省略

� 教育委員会が特に必要があると認めて指示するとき。

� 省略

（博物館資料の特別利用）

第１５条 博物館資料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこれら

により得たものの展示若しくは刊行物への掲載（以下「特別利

用」という。）をしようとする者は、教育委員会の許可を受けな

ければならない。

２ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、博物館資料の

管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付すること

ができる。

（特別利用料の納付）

第１６条 省略

２ 特別利用料は、博物館資料の特別利用の前に納付しなければな

らない。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、後納させる

ことができる。

（特別利用料の額）

第１７条 特別利用料の額は、博物館資料１点の特別利用１回につ

き、５，２３０円の範囲内で教育委員会が定める額とする。

（特別利用料の減免）

第１８条 教育委員会は、特に必要と認める者に対しては、その特別

利用料を減免することができる。

（特別利用料の不還付）

第１９条 既に納付した特別利用料は、還付しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 省略

� 特別利用者が教育委員会が定める日までに特別利用の取消し

を申し出て、教育委員会がやむを得ないと認めたとき。

（博物館資料の館外貸出し）

第２０条 教育委員会は、博物館の業務に支障がない場合で、自然史

等に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認めら

れ、かつ、博物館資料の取扱い上の安全が確認できるときは、博

物館資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により館外貸出しを受けようとする者は、教育委員

会の許可を受けなければならない。当該館外貸出しの許可を受け

た者がその期間を延長しようとするときも、同様とする。

３ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、博物館資料の

管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付すること

ができる。

４ 教育委員会は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可

した博物館資料の返還を求めることができる。

（教育委員会による管理）

第２２条 博物館の管理を指定管理者が行うことができないときは、

教育委員会は、博物館の管理に係る業務を行うものとする。

２ 第１１条第１項及び第２項、第１２条第１項から第３項まで、第１３

条（第３項第１号及び第３号を除く。）並びに第１４条の規定は、

前項の場合に準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句

省略 省略

第１１条第２項 省略 第１１条第２項 省略
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（愛媛県歴史文化博物館管理条例の一部改正）

９ 愛媛県歴史文化博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

指定管理者 知事 指定管理者 教育委員会

省略 省略

省略 省略

第１２条第１項 省略 第１２条第１項 省略

指定管理者 知事 指定管理者 教育委員会

第１２条第２項 省略 第１２条第２項 省略

指定管理者 知事 指定管理者 教育委員会

第１２条第３項 省略 第１２条第３項 省略

指定管理者が定める

額

知事 が定め

る額

指定管理者が定める

額

教育委員会が定め

る額

省略 省略

第１３条第１項各号

列記以外の部分

指定管理者 知事 第１３条第１項各号

列記以外の部分

指定管理者 教育委員会

省略 省略

省略 省略

第１３条第３項各号

列記以外の部分

指定管理者 知事 第１３条第３項各号

列記以外の部分

指定管理者 教育委員会

省略 省略

省略 省略

第１４条第２号 前号に掲げるものの

ほか、指定管理者

別表第１に掲げる

施設の利用者が知

事 の定める

日までに利用の取

消しを申し出て、

知事

第１４条第２号 前号に掲げるものの

ほか、指定管理者

別表第１に掲げる

施設の利用者が教

育委員会の定める

日までに利用の取

消しを申し出て、

教育委員会

（補則）

第２３条 この条例に定めるもののほか、博物館の管理に関し必要な

事項は、知事 が定める。

（補則）

第２３条 この条例に定めるもののほか、博物館の管理に関し必要な

事項は、教育委員会が定める。

改 正 後 改 正 前

（指定管理者が行う業務）

第３条 博物館の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事 が指定する法人

その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次に掲

げる業務を行わなければならない。

� 前条第１項に規定する業務のうち知事 が定める業務の

実施に関すること。

�～� 省略

� その他知事 が定める業務

（開館時間等）

第４条 省略

２ 省略

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ知事 の承認を得て、第１項の開

館時間及び前項の利用時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 省略

２ 省略

（指定管理者が行う業務）

第３条 博物館の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第３項の規定に基づき、教育委員会が指定する法人

その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次に掲

げる業務を行わなければならない。

� 前条第１項に規定する業務のうち教育委員会が定める業務の

実施に関すること。

�～� 省略

� その他教育委員会が定める業務

（開館時間等）

第４条 省略

２ 省略

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、第１項の開

館時間及び前項の利用時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 省略

２ 省略
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３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ知事 の承認を得て、同項の休館

日を変更することができる。

（禁止行為）

第６条 博物館を利用する者は、次に掲げる行為をしてはならな

い。ただし、知事 の許可を受けた場合は、この限りでな

い。

�～� 省略

２ 省略

（利用料金の額）

第１２条 省略

２・３ 省略

４ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらか

じめ知事 の承認を受けなければならない。その額を変更し

ようとするときも、同様とする。

５ 省略

（利用料金の減免）

第１３条 省略

２ 省略

３ 指定管理者は、第１項に掲げるもののほか、次の各号のいずれ

かに該当するときは、利用料金を減免することができる。

� 省略

� 知事 が特に必要があると認めて指示するとき。

� 省略

（博物館資料の特別利用）

第１５条 博物館資料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこれら

により得たものの展示若しくは刊行物への掲載（以下「特別利

用」という。）をしようとする者は、知事 の許可を受けな

ければならない。

２ 知事 は、前項の許可をする場合において、博物館資料の

管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付すること

ができる。

（特別利用料の納付）

第１６条 省略

２ 特別利用料は、博物館資料の特別利用の前に納付しなければな

らない。ただし、知事 が必要と認めるときは、後納させる

ことができる。

（特別利用料の額）

第１７条 特別利用料の額は、博物館資料１点の特別利用１回につ

き、５，２３０円の範囲内で知事 が定める額とする。

（特別利用料の減免）

第１８条 知事 は、特に必要と認める者に対しては、その特別

利用料を減免することができる。

（特別利用料の不還付）

第１９条 既に納付した特別利用料は、還付しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 省略

� 特別利用者が知事 が定める日までに特別利用の取消し

を申し出て、知事 がやむを得ないと認めたとき。

（博物館資料の館外貸出し）

第２０条 知事 は、博物館の業務に支障がない場合で、歴史文

化に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認めら

れ、かつ、博物館資料の取扱い上の安全が確認できるときは、博

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同項の休館

日を変更することができる。

（禁止行為）

第６条 博物館を利用する者は、次に掲げる行為をしてはならな

い。ただし、教育委員会の許可を受けた場合は、この限りでな

い。

�～� 省略

２ 省略

（利用料金の額）

第１２条 省略

２・３ 省略

４ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらか

じめ教育委員会の承認を受けなければならない。その額を変更し

ようとするときも、同様とする。

５ 省略

（利用料金の減免）

第１３条 省略

２ 省略

３ 指定管理者は、第１項に掲げるもののほか、次の各号のいずれ

かに該当するときは、利用料金を減免することができる。

� 省略

� 教育委員会が特に必要があると認めて指示するとき。

� 省略

（博物館資料の特別利用）

第１５条 博物館資料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこれら

により得たものの展示若しくは刊行物への掲載（以下「特別利

用」という。）をしようとする者は、教育委員会の許可を受けな

ければならない。

２ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、博物館資料の

管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付すること

ができる。

（特別利用料の納付）

第１６条 省略

２ 特別利用料は、博物館資料の特別利用の前に納付しなければな

らない。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、後納させる

ことができる。

（特別利用料の額）

第１７条 特別利用料の額は、博物館資料１点の特別利用１回につ

き、５，２３０円の範囲内で教育委員会が定める額とする。

（特別利用料の減免）

第１８条 教育委員会は、特に必要と認める者に対しては、その特別

利用料を減免することができる。

（特別利用料の不還付）

第１９条 既に納付した特別利用料は、還付しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 省略

� 特別利用者が教育委員会が定める日までに特別利用の取消し

を申し出て、教育委員会がやむを得ないと認めたとき。

（博物館資料の館外貸出し）

第２０条 教育委員会は、博物館の業務に支障がない場合で、歴史文

化に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認めら

れ、かつ、博物館資料の取扱い上の安全が確認できるときは、博
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（えひめ青少年ふれあいセンター管理条例の一部改正）

１０ えひめ青少年ふれあいセンター管理条例（平成２０年愛媛県条例第２９号）の一部を次のように改正する。

物館資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により館外貸出しを受けようとする者は、知事

の許可を受けなければならない。当該館外貸出しの許可を受け

た者がその期間を延長しようとするときも、同様とする。

３ 知事 は、前項の許可をする場合において、博物館資料の

管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付すること

ができる。

４ 知事 は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可

した博物館資料の返還を求めることができる。

（知事 による管理）

第２２条 博物館の管理を指定管理者が行うことができないときは、

知事 は、博物館の管理に係る業務を行うものとする。

２ 第１１条第１項及び第２項、第１２条第１項から第３項まで、第１３

条（第３項第１号及び第３号を除く。）並びに第１４条の規定は、

前項の場合に準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。

物館資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により館外貸出しを受けようとする者は、教育委員

会の許可を受けなければならない。当該館外貸出しの許可を受け

た者がその期間を延長しようとするときも、同様とする。

３ 教育委員会は、前項の許可をする場合において、博物館資料の

管理上必要があると認めるときは、その許可に条件を付すること

ができる。

４ 教育委員会は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可

した博物館資料の返還を求めることができる。

（教育委員会による管理）

第２２条 博物館の管理を指定管理者が行うことができないときは、

教育委員会は、博物館の管理に係る業務を行うものとする。

２ 第１１条第１項及び第２項、第１２条第１項から第３項まで、第１３

条（第３項第１号及び第３号を除く。）並びに第１４条の規定は、

前項の場合に準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句

省略 省略

第１１条第２項 省略 第１１条第２項 省略

指定管理者 知事 指定管理者 教育委員会

省略 省略

省略 省略

第１２条第１項 省略 第１２条第１項 省略

指定管理者 知事 指定管理者 教育委員会

第１２条第２項 省略 第１２条第２項 省略

指定管理者 知事 指定管理者 教育委員会

第１２条第３項 省略 第１２条第３項 省略

指定管理者が定める

額

知事 が定め

る額

指定管理者が定める

額

教育委員会が定め

る額

省略 省略

第１３条第１項各号

列記以外の部分

指定管理者 知事 第１３条第１項各号

列記以外の部分

指定管理者 教育委員会

省略 省略

省略 省略

第１３条第３項各号

列記以外の部分

指定管理者 知事 第１３条第３項各号

列記以外の部分

指定管理者 教育委員会

省略 省略

省略 省略

第１４条第２号 前号に掲げるものの

ほか、指定管理者

別表第１に掲げる

施設の利用者が知

事 の定める

日までに利用の取

消しを申し出て、

知事

第１４条第２号 前号に掲げるものの

ほか、指定管理者

別表第１に掲げる

施設の利用者が教

育委員会の定める

日までに利用の取

消しを申し出て、

教育委員会

（補則）

第２３条 この条例に定めるもののほか、博物館の管理に関し必要な

事項は、知事 が定める。

（補則）

第２３条 この条例に定めるもののほか、博物館の管理に関し必要な

事項は、教育委員会が定める。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事 が指定する

法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次

に掲げる業務を行わなければならない。

�～� 省略

� その他知事 が定める業務

（利用時間）

第５条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認

めるときは、あらかじめ知事 の承認を得て、同項の利用時

間を変更することができる。

（休所日）

第６条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ知事 の承認を得て、同項の休所

日を変更することができる。

（利用料金の額）

第１１条 省略

２ 省略

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらか

じめ知事 の承認を受けなければならない。その額を変更し

ようとするときも、同様とする。

４ 省略

（利用料金の減免）

第１２条 省略

２ 省略

３ 指定管理者は、第１項に掲げるもののほか、次の各号のいずれ

かに該当するときは、利用料金を減免することができる。

� 省略

� 知事 が特に必要があると認めて指示するとき。

� 省略

（知事 による管理）

第１５条 センターの管理を指定管理者が行うことができないとき

は、知事 は、センターの管理に係る業務を行うものとす

る。

２ 第１０条第１項及び第２項、第１１条第１項及び第２項、第１２条

（第３項第１号及び第３号を除く。）並びに第１３条の規定は、前

項の場合に準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、教育委員会が指定する

法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）は、次

に掲げる業務を行わなければならない。

�～� 省略

� その他教育委員会が定める業務

（利用時間）

第５条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認

めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同項の利用時

間を変更することができる。

（休所日）

第６条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同項の休所

日を変更することができる。

（利用料金の額）

第１１条 省略

２ 省略

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、あらか

じめ教育委員会の承認を受けなければならない。その額を変更し

ようとするときも、同様とする。

４ 省略

（利用料金の減免）

第１２条 省略

２ 省略

３ 指定管理者は、第１項に掲げるもののほか、次の各号のいずれ

かに該当するときは、利用料金を減免することができる。

� 省略

� 教育委員会が特に必要があると認めて指示するとき。

� 省略

（教育委員会による管理）

第１５条 センターの管理を指定管理者が行うことができないとき

は、教育委員会は、センターの管理に係る業務を行うものとす

る。

２ 第１０条第１項及び第２項、第１１条第１項及び第２項、第１２条

（第３項第１号及び第３号を除く。）並びに第１３条の規定は、前

項の場合に準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句

省略 省略

第１０条第２項 省略 第１０条第２項 省略

指定管理者 知事 指定管理者 教育委員会

省略 省略

省略 省略
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�愛媛県条例第１０号
愛媛県地域環境保全基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地域環境保全基金条例の一部を改正する条例

愛媛県地域環境保全基金条例（平成２年愛媛県条例第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１１号
愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例の一部を改正する条例

愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例（昭和６０年愛媛県条例第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１１条第１項 省略 第１１条第１項 省略

指定管理者 知事 指定管理者 教育委員会

第１１条第２項 省略 第１１条第２項 省略

指定管理者が定める

額

知事 が定め

る額

指定管理者が定める

額

教育委員会が定め

る額

省略 省略

第１２条第１項各号

列記以外の部分

指定管理者 知事 第１２条第１項各号

列記以外の部分

指定管理者 教育委員会

省略 省略

省略 省略

第１２条第３項各号

列記以外の部分

指定管理者 知事 第１２条第３項各号

列記以外の部分

指定管理者 教育委員会

省略 省略

省略 省略

第１３条第２号 前号に掲げるものの

ほか、指定管理者

利用者が知事

の定める日まで

に利用の取消しを

申し出て、知事

第１３条第２号 前号に掲げるものの

ほか、指定管理者

利用者が教育委員

会の定める日まで

に利用の取消しを

申し出て、教育委

員会

（補則）

第１６条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関し必要

な事項は、知事 が定める。

（補則）

第１６条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関し必要

な事項は、教育委員会が定める。

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 地域環境の保全に関する知識の普及その他地域に根ざした

環境保全活動を推進するとともに、災害廃棄物の迅速かつ適切な

処理を促進し、もって地域環境の保全を図るため、地域環境保全

基金（以下「基金」という。）を設置する。

（設置）

第１条 地域環境の保全に関する知識の普及その他地域に根ざした

環境保全活動を推進し

、もって地域環境の保全を図るため、地域環境保全

基金（以下「基金」という。）を設置する。

改 正 後 改 正 前

（登録の申請） （登録の申請）

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

２６



第４条 前条第１項又は第３項の規定による登録を受けようとする

者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した申

請書（以下「申請書」という。）を知事に提出しなければならな

い。

�・� 省略

� 法人にあつては、その役員（業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いか

なる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行

する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の

支配力を有するものと認められる者を含む。第６条第１項にお

いて同じ。）の氏名

�・� 省略

２ 申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならな

い。

� 省略

� 申請者が第６条第１項第１号から第７号まで及び第９号に該

当しない者であることを誓約する書類

�～� 省略

（登録の実施）

第５条 知事は、申請書の提出があつた場合においては、第６条第

１項の規定により登録を拒否する場合を除くほか、遅滞なく前条

第１項各号に掲げる事項並びに登録年月日及び登録番号を浄化槽

保守点検業者登録簿（以下「登録簿」という。）に登録しなけれ

ばならない。

２・３ 省略

（意見の聴取）

第５条の２ 知事は、前条第１項の登録をしようとするときは、申

請者が次条第１項第５号から第７号まで（同項第６号及び第７号

にあつては、暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力

団員又は当該暴力団員でなくなつた日から５年を経過しない者を

いう。以下同じ。）に係る部分に限る。）又は第９号のいずれか

に該当する者であるかどうかについて、愛媛県警察本部長の意見

を聴くことができる。

（登録の拒否）

第６条 知事は、申請者が次の各号のいずれかに該当する者である

とき、又は申請書若しくはその添付書類の重要な事項について虚

偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているとき

は、その登録を拒否しなければならない。

�～� 省略

� 暴力団員等

� 省略

� 省略

� 省略

	 暴力団員等がその事業活動を支配する者

２ 省略

（変更の登録）

第７条 省略

２ 第４条の規定は前項の規定による変更の登録の申請に、第５条

第１項及び前２条の規定は前項の規定による変更の登録の申請が

あつた場合について準用する。

（変更の届出）

第８条 省略

第４条 前条第１項又は第３項の規定による登録を受けようとする

者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した申

請書（以下「申請書」という。）を知事に提出しなければならな

い。

�・� 省略

� 法人にあつては、その役員（業務を執行する社員、取締役

又はこれらに準ずる者をいう。以下

同じ。）の氏名

�・� 省略

２ 申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならな

い。

� 省略

� 申請者が第６条第１項第１号から第６号まで に該

当しない者であることを誓約する書類

�～� 省略

（登録の実施）

第５条 知事は、申請書の提出があつた場合においては、次条第１

項 の規定により登録を拒否する場合を除くほか、遅滞なく前条

第１項各号に掲げる事項並びに登録年月日及び登録番号を浄化槽

保守点検業者登録簿（以下「登録簿」という。）に登録しなけれ

ばならない。

２・３ 省略

（登録の拒否）

第６条 知事は、申請者が次の各号のいずれかに該当する者である

とき、又は申請書若しくはその添付書類の重要な事項について虚

偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているとき

は、その登録を拒否しなければならない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

（変更の登録）

第７条 省略

２ 第４条の規定は前項の規定による変更の登録の申請に、第５条

第１項及び前条 の規定は前項の規定による変更の登録の申請が

あつた場合について準用する。

（変更の届出）

第８条 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

２７



��������������

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１２号
愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例（平成１２年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２ 第５条第１項、第５条の２及び第６条の規定は、前項の規定に

よる変更の届出があつた場合について準用する。

（廃業等の届出）

第１１条 浄化槽保守点検業者が、次の各号のいずれかに該当するこ

ととなつた場合においては、当該各号に掲げる者は、３０日以内

に、登録証を添えてその旨を知事に届け出なければならない。

� 省略

� 法人が合併により消滅した場合 その役員（業務を執行する

社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。以下同

じ。）であつた者

�～� 省略

第１５条 省略

（浄化槽管理士の研修）

第１５条の２ 浄化槽保守点検業に従事する浄化槽管理士は、知事が

指定する資質の向上のための研修を受けなければならない。

２ 浄化槽保守点検業者は、その営業所の業務に従事する浄化槽管

理士に対し、前項に規定する研修の機会を確保しなければならな

い。

（登録の取消し等）

第１６条 知事は、浄化槽保守点検業者が次の各号のいずれかに該当

するときは、その登録を取り消し、又は６月以内の期間を定めて

その事業の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。

� 省略

� 第６条第１項第１号、第３号又は第５号から第９号までのい

ずれかに該当することとなつたとき。

�～� 省略

２・３ 省略

２ 第５条第１項 及び第６条の規定は、前項の規定に

よる変更の届出があつた場合について準用する。

（廃業等の届出）

第１１条 浄化槽保守点検業者が、次の各号のいずれかに該当するこ

ととなつた場合においては、当該各号に掲げる者は、３０日以内

に、登録証を添えてその旨を知事に届け出なければならない。

� 省略

� 法人が合併により消滅した場合 その役員

であつた者

�～� 省略

第１５条 省略

（登録の取消し等）

第１６条 知事は、浄化槽保守点検業者が次の各号のいずれかに該当

するときは、その登録を取り消し、又は６月以内の期間を定めて

その事業の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。

� 省略

� 第６条第１項第１号、第３号又は第５号から第７号までのい

ずれかに該当することとなつたとき。

�～� 省略

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

目次

第１章・第２章 省略

第３章 不適正な土砂等の埋立て等の禁止等（第７条―第８条）

第４章～第６章 省略

附則

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

� 土砂等 土砂及びこれに混入し、又は吸着した物（廃棄物の

処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃

棄物処理法」という。）第２条第１項に規定する廃棄物（以下

「廃棄物」という。）を除く。）をいう。

目次

第１章・第２章 省略

第３章 不適正な土砂等の埋立て等の禁止等（第７条・第８条）

第４章～第６章 省略

附則

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。
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� 土砂等の埋立て等 土砂等

による土地の埋立て、盛土その

他の土地への堆積 をする行為をいう。ただし、製品の製造若

しくは加工のための原材料又は試験、検査等のための試料の堆

積 をする行為その他生活環境保全上必要な措置が図られ、か

つ、災害の発生を防止するために必要な措置が図られているも

のとして規則で定める行為を除く。

� 省略

（事業者の責務）

第３条 省略

２ 土砂等の搬出を伴う事業を行う者は、土砂等の有効な利用を図

るとともに、搬出する土砂等により土砂等の埋立て等が行われる

場合にあっては、当該土砂等の埋立て等を行う者により適正な土

砂等の埋立て等が行われるよう努めなければならない。

３ 省略

（土地所有者等の責務）

第３条の２ 土地の所有者、占有者又は管理者（以下「土地所有者

等」という。）は、その所有し、占有し、又は管理する土地にお

いて不適正な土砂等の埋立て等が行われることのないよう努めな

ければならない。

２ 土地所有者等は、その所有し、占有し、又は管理する土地にお

いて不適正な土砂等の埋立て等が行われ、又はそのおそれがある

ことを知ったときは、速やかに知事への通報その他必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。

第７条 省略

（土砂基準に適合しない土砂等による土砂等の埋立て等に係る水

質検査等）

第７条の２ 前条第２項又は第３項の規定による命令を受けた者

は、規則で定める日から起算して２年間、規則で定めるところに

より、定期的に、当該命令に係る土砂等の埋立て等の用に供した

土地の水質検査（土砂等の埋立て等に使用された土砂等の汚染状

況を確認するための浸透水の汚濁状況についての検査をいう。以

下同じ。）を行わなければならない。ただし、気象条件その他の

やむを得ない事由により当該水質検査を行うことができないと知

事が認めたときにあっては規則で定めるところにより当該土地の

土壌検査（土壌の汚染状況についての検査をいう。以下同じ。）

を行うことによって当該水質検査に代えることができ、又は当該

水質検査を行う必要がないと知事が認めたときにあっては当該水

質検査を省略することができる。

２ 前項に規定する者は、同項の規定による検査を行ったときは、

規則で定めるところにより、当該検査の結果を知事に報告しなけ

ればならない。

３ 第１項に規定する者は、同項の規定による検査により、土壌中

に土砂基準に適合しない土砂等があることを確認したとき、又は

浸透水が水質基準に適合していないことを確認したときは、直ち

に、その旨を知事に報告しなければならない。

第９条 省略

（周辺住民への特定事業の周知）

第９条の２ 前条の許可を受けようとする者は、同条の許可の申請

に先立ち、規則で定めるところにより、特定事業区域の周辺住民

に対し、次条第１項各号又は第２項各号に掲げる事項を周知する

ための説明会を開催しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、前条の許可を受けようとする者は、

� 土砂等の埋立て等 土砂等（土砂及びこれに混入し、又は吸

着した物をいう。以下同じ。）による土地の埋立て、盛土その

他の土地へのたい積をする行為をいう。ただし、製品の製造若

しくは加工のための原材料又は試験、検査等のための試料のた

い積をする行為その他生活環境保全上必要な措置が図られ、か

つ、災害の発生を防止するために必要な措置が図られているも

のとして規則で定める行為を除く。

� 省略

（事業者の責務）

第３条 省略

２ 省略

第７条 省略

第９条 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

２９



その責めに帰することができない事由であって規則で定めるもの

により、同項の説明会を開催することができない場合は、当該説

明会を開催することを要しない。この場合において、当該者は、

特定事業区域の周辺住民に対し、次条第１項各号又は第２項各号

に掲げる事項の内容を要約した書類の提供その他の必要な措置を

講じなければならない。

（許可申請の手続）

第１０条 第９条の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記

載した申請書に特定事業区域及びその周辺の状況を示す図面その

他の規則で定める書類を添付して知事に提出しなければならな

い。

�～� 省略

２ 前項の規定にかかわらず、第９条の許可を受けようとする特定

事業が他の場所への搬出を目的として土砂等の堆積 を行う特定

事業（以下「一時堆積事業 」という。）である場合にあって

は、当該許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した

申請書に特定事業区域及びその周辺の状況を示す図面その他の規

則で定める書類を添付して知事に提出しなければならない。

�～� 省略

（ 意見の聴取）

第１１条 省略

２ 知事は、第９条の許可の申請があった場合には、申請者が次条

第１項第６号スからチまで（同号セからタまでにあっては、暴力

団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は当該暴力

団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同

じ。）に係る部分に限る。）のいずれかに該当する者であるかど

うかについて、愛媛県警察本部長の意見を聴くことができる。

（許可の基準）

第１２条 知事は、第９条の許可の申請が第１０条第１項の規定による

ものである場合にあっては、当該申請が次の各号のいずれにも適

合していると認めるときでなければ、第９条の許可をしてはなら

ない。

�～� 省略

� 申請者が次のいずれにも該当しないこと。

ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなった日から５年を経過しない者

ウ この条例又は廃棄物処理法若しくは暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（第３２条の３第７項及び第３２条の

１１第１項を除く。）の規定に違反し、罰金の刑に処せられ、

その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日か

ら５年を経過しない者

エ 第７条第２項若しくは第３項、第８条第２項、第２２条の２

又は第２４条の規定による命令を受け、当該命令に係る必要な

措置が完了していない者（当該命令を受けた者が法人である

場合にあっては、当該命令の日に当該法人の役員（業務を執

行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わ

ず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められ

る者を含む。以下同じ。）であった者を含む。）

オ 第２３条第１項（第３号エに係る部分を除く。）の規定によ

（許可申請の手続）

第１０条 前条 の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記

載した申請書に特定事業区域及びその周辺の状況を示す図面その

他の規則で定める書類を添付して知事に提出しなければならな

い。

�～� 省略

２ 前項の規定にかかわらず、前条 の許可を受けようとする特定

事業が他の場所への搬出を目的として土砂等のたい積を行う特定

事業（以下「一時たい積事業」という。）である場合にあって

は、当該許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した

申請書に特定事業区域及びその周辺の状況を示す図面その他の規

則で定める書類を添付して知事に提出しなければならない。

�～� 省略

（市町長の意見の聴取）

第１１条 省略

（許可の基準）

第１２条 知事は、第９条の許可の申請が第１０条第１項の規定による

ものである場合にあっては、当該申請が次の各号のいずれにも適

合していると認めるときでなければ、第９条の許可をしてはなら

ない。

�～� 省略

� 申請者が次のいずれにも該当しないこと。
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り許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない

者（当該許可を取り消された者が法人である場合（同号ウに

該当することにより許可が取り消された場合を除く。）にあ

っては、当該取消しの処分に係る愛媛県行政手続条例（平成

７年愛媛県条例第４８号）第１５条の規定による通知があった日

前６０日以内に当該法人の役員であった者で当該取消しの日か

ら５年を経過しないものを含む。）

カ 第２３条第１項（第３号エに係る部分を除く。）の規定によ

る許可の取消しの処分に係る愛媛県行政手続条例第１５条の規

定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をし

ないことを決定する日までの期間内に第２１条第２項の規定に

よる廃止の届出をした者（当該廃止について相当の理由があ

る者を除く。）で、当該届出の日から５年を経過しないもの

キ カに規定する期間内に第２１条第２項の規定による廃止の届

出があった場合において、カの通知の日前６０日以内に当該届

出に係る法人（当該廃止について相当の理由がある法人を除

く。）の役員若しくは規則で定める使用人であった者又は当

該届出に係る個人（当該廃止について相当の理由がある者を

除く。）の規則で定める使用人であった者で、当該届出の日

から５年を経過しないもの

ク 第２３条第１項の規定により特定事業の停止を命ぜられ、そ

の停止の期間が経過しない者（当該命令を受けた者が法人で

ある場合にあっては、当該命令の日に当該法人の役員であっ

た者を含む。）

ケ 廃棄物処理法第７条の４第１項（第４号に係る部分を除

く。）若しくは第２項又は第１４条の３の２第１項（第４号に

係る部分を除く。）若しくは第２項（これらの規定を廃棄物

処理法第１４条の６において読み替えて準用する場合を含

む。）の規定により許可を取り消され、その取消しの日から

５年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人であ

る場合（廃棄物処理法第７条の４第１項第３号又は第１４条の

３の２第１項第３号（廃棄物処理法第１４条の６において準用

する場合を含む。）に該当することにより許可が取り消され

た場合を除く。）にあっては、当該取消しの処分に係る行政

手続法（平成５年法律第８８号）第１５条の規定による通知があ

った日前６０日以内に当該法人の役員であった者で当該取消し

の日から５年を経過しないものを含む。）

コ 廃棄物処理法第７条の４若しくは第１４条の３の２（廃棄物

処理法第１４条の６において読み替えて準用する場合を含

む。）の規定による許可の取消しの処分に係る行政手続法第

１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は

処分をしないことを決定する日までの期間内に廃棄物処理法

第７条の２第３項（廃棄物処理法第１４条の２第３項及び第１４

条の５第３項において読み替えて準用する場合を含む。以下

同じ。）の規定による一般廃棄物又は産業廃棄物の収集若し

くは運搬又は処分（再生することを含む。）の事業のいずれ

かの事業の全部の廃止の届出をした者（当該事業の廃止につ

いて相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から５

年を経過しないもの

サ コに規定する期間内に廃棄物処理法第７条の２第３項の規

定による一般廃棄物又は産業廃棄物の収集若しくは運搬又は

処分（再生することを含む。）の事業のいずれかの事業の全

部の廃止の届出があった場合において、コの通知の日前６０日
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以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の

理由がある法人を除く。）の役員若しくは廃棄物の処理及び

清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）で定める

使用人であった者又は当該届出に係る個人（当該事業の廃止

について相当の理由がある者を除く。）の同令で定める使用

人であった者で、当該届出の日から５年を経過しないもの

シ 省略

ス 暴力団員等

セ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者で

その法定代理人（法定代理人が法人である場合にあっては、

その役員を含む。）がアからスまでのいずれかに該当するも

の

ソ 法人でその役員

又は規則で定める使用人のうちに

アからスまでのいずれかに該当する者のあるもの

タ 個人で規則で定める使用人のうちにアからスまでのいずれ

かに該当する者のあるもの

チ 暴力団員等がその事業活動を支配する者

２ 知事は、第９条の許可の申請が第１０条第２項の規定によるもの

である場合にあっては、当該申請が次の各号のいずれにも適合し

ていると認めるときでなければ、第９条の許可をしてはならな

い。

�～� 省略

� 申請者が前項第６号アからチまでのいずれにも該当しないこ

と。

３ 省略

（変更の許可等）

第１４条 第９条の許可を受けた者は、第１０条第１項第２号、第７号

及び第９号又は第２項第１号（同条第１項第２号に係るものに限

る。）に掲げる事項の変更をしようとするときは、知事の許可を

受けなければならない。ただし、規則で定める軽微な変更をしよ

うとするときは、この限りでない。

２ 省略

３ 第９条の許可を受けた者は、第１０条第１項各号又は第２項各号

に掲げる事項の変更（第１項の許可に係る変更を除く。）その他

規則で定める事項の変更をしたときは、規則で定めるところによ

り、その旨を知事に届け出なければならない。

４ 第９条の２、第１１条第１項及び前２条の規定は第１項 の許可

について、第１１条第２項の規定は第３項の届出があった場合につ

いて、それぞれ準用する。

（土砂等の搬入の届出）

第１５条 省略

２ 第９条の許可を受けた者は、非常災害のために必要な応急措置

として、当該許可に係る特定事業区域に土砂等（県外土砂等（県

外において採取された土砂等をいう。以下同じ。）を除く。）を

搬入するときは、前項の規定にかかわらず、その搬入を開始した

後、規則で定めるところにより、同項に規定する書面を添付し

て、遅滞なくその旨を知事に届け出ることをもって足りる。

３ 第９条の許可を受けた者は、前２項の規定により届け出た事項

を変更しようとするときは、規則で定めるところにより、その旨

ア 省略

イ 法人でその役員（業務を執行する社員、取締役又はこれら

に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有す

る者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取

締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するもの

と認められる者を含む。）又は規則で定める使用人のうちに

ア に該当する者のあるもの

ウ 個人で規則で定める使用人のうちにア

に該当する者のあるもの

２ 知事は、第９条の許可の申請が第１０条第２項の規定によるもの

である場合にあっては、当該申請が次の各号のいずれにも適合し

ていると認めるときでなければ、第９条の許可をしてはならな

い。

�～� 省略

� 申請者が前項第６号アからウまでのいずれにも該当しないこ

と。

３ 省略

（変更の許可等）

第１４条 第９条の許可を受けた者は、第１０条第１項各号又は第２項

各号

に掲げる事項の変更をしようとするときは、知事の許可を

受けなければならない。ただし、規則で定める軽微な変更をしよ

うとするときは、この限りでない。

２ 省略

３ 第９条の許可を受けた者は、第１項ただし書の規則で定める軽

微な変更

をしたときは、規則で定めるところによ

り、その旨を知事に届け出なければならない。

４ 前３条 の規定は、第１項の許可

について

準用する。

（土砂等の搬入の届出）

第１５条 省略
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を知事に届け出なければならない。

（展開検査等）

第１５条の２ 第９条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定事業

場において、当該特定事業の用に供しようとする土砂等を展開す

る等して、廃棄物及び土壌の汚染のおそれのある物の混入及び吸

着の有無について目視による検査を行わなければならない。

（土砂等管理台帳の作成）

第１５条の３ 第９条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定事業

に使用された土砂等について、当該土砂等の採取場所ごとに、規

則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した土砂等管理

台帳を作成しなければならない。

� 当該許可に係る特定事業区域に搬入された土砂等の採取場所

� 当該許可に係る特定事業区域に搬入された土砂等の量

� 前条の規定による検査の結果

� 当該許可に係る特定事業が一時堆積事業である場合にあって

は、当該許可に係る特定事業区域から搬出された土砂等の量及

びその搬出先ごとの内訳

� 当該土砂等が県外土砂等である場合は、当該県外土砂等の第

１５条第１項の規定により届け出た採取場所から特定事業区域ま

での間の搬出、運搬、保管等の状況に関する事項

� その他規則で定める事項

（特定事業に使用された土砂等の量の報告）

第１６条 第９条の許可を受けた者は、規則で定めるところにより、

定期的に、当該許可に係る特定事業に使用された土砂等の量（当

該特定事業が一時堆積事業 である場合にあっては、土砂等の搬

入量及び搬出量）を知事に報告しなければならない。

（特定事業に係る水質検査等）

第１７条 第９条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定事業（施

工期間が１年を超えるものに限る。）が施工されている間、規則

で定めるところにより、定期的に、当該許可に係る特定事業区域

内の水質検査

を行わなければならない。ただし、気象条件その他のや

むを得ない事由により当該水質検査を行うことができないと知事

が認めたときは、規則で定めるところにより当該特定事業区域内

の土壌検査

を行うことによって、当該水質検査に代えることができ

る。

２ 第９条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定事業の全部若

しくは一部を完了し、又は廃止したときは、規則で定めるところ

により、当該許可に係る特定事業区域内の水質検査及び土壌検査

を行わなければならない。ただし、当該水質検査を行うことがで

きないと知事が認めたとき、又は当該土壌検査を行う必要がない

と知事が認めたときは、当該水質検査又は土壌検査を省略するこ

とができる。

３ 第９条の許可を受けた特定事業の全部を完了し、若しくは廃止

した者又は第２３条第１項の規定により当該許可を取り消された者

のうち次のいずれかに該当するものは、規則で定める日から起算

して２年間、規則で定めるところにより、定期的に、当該許可に

係る特定事業区域内の水質検査を行わなければならない。ただ

し、気象条件その他のやむを得ない事由により当該水質検査を行

うことができないと知事が認めたときにあっては規則で定めると

ころにより当該特定事業区域内の土壌検査を行うことによって当

（特定事業に使用された土砂等の量の報告）

第１６条 第９条の許可を受けた者は、規則で定めるところにより、

定期的に、当該許可に係る特定事業に使用された土砂等の量（当

該特定事業が一時たい積事業である場合にあっては、土砂等の搬

入量及び搬出量）を知事に報告しなければならない。

（ 水質検査等）

第１７条 第９条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定事業

が施工されている間、規則

で定めるところにより、定期的に、当該許可に係る特定事業区域

内の水質検査（土砂等の埋立て等に使用された土砂等の汚染状況

を確認するための浸透水の汚濁状況についての検査をいう。以下

同じ。）を行わなければならない。ただし、気象条件その他のや

むを得ない事由により当該水質検査を行うことができないと知事

が認めたときは、規則で定めるところにより当該特定事業区域内

の土壌検査（土壌の汚染状況についての検査をいう。以下同

じ。）を行うことによって、当該水質検査に代えることができ

る。

２ 第９条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定事業

を完了し、又は廃止したときは、規則で定めるところ

により、当該許可に係る特定事業区域内の水質検査及び土壌検査

を行わなければならない。ただし、当該水質検査を行うことがで

きないと知事が認めたとき、又は当該土壌検査を行う必要がない

と知事が認めたときは、当該水質検査又は土壌検査を省略するこ

とができる。

３ 第９条の許可を受けた者は、第１項又は前項の規定による検査

を行ったときは、規則で定めるところにより、当該検査の結果を

知事に報告しなければならない。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

３３



該水質検査に代えることができ、又は当該水質検査を行う必要が

ないと知事が認めたときにあっては当該水質検査を省略すること

ができる。

� 当該特定事業区域に県外土砂等により土砂等の埋立て等をし

た者

� 当該特定事業区域に係る特定事業が施工されている間に、第

２２条の２（第４号に係る部分に限る。）の規定による命令を受

けた者

� 当該特定事業区域について前２項の規定により行った水質検

査又は土壌検査の結果が水質基準又は土砂基準に適合しなかっ

た者

� 当該特定事業区域について前２項の規定による検査を行わな

かった者

４ 第７条の２第２項及び第３項の規定は、前３項の規定による検

査を行った者について準用する。

（関係書類の閲覧）

第１８条 省略

２ 知事は、第９条の許可をした特定事業が施工されている間及び

当該特定事業の全部を完了し、若しくは廃止した日、当該特定事

業に係る第２３条第１項の規定による当該 許可の取消しのあっ

た日又は前条第３項の規定による検査が終了した日のうち最も遅

い日から５年を経過するまでの間、当該特定事業に関しこの条例

の規定により提出のあった書類を、周辺住民その他の生活環境の

保全又は生活の安全の確保上の利害関係を有する者の求めに応

じ、閲覧に供しなければならない。

（特定事業の完了等）

第２０条 第９条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定事業の全

部又は一部を完了したときは、規則で定めるところにより、その

旨を知事に届け出なければならない。

２・３ 省略

（許可に基づく地位の承継）

第２２条 第９条の許可を受けた者が当該許可に係る特定事業

を譲り渡し、又は同条の許可を受けた者について相続、合併若し

くは分割があったときは、その特定事業 を譲り受けた者又

は相続人（相続人が２人以上ある場合において、その全員の同意

により承継すべき相続人を選定したときは、その者）、合併後

存続する法人若しくは合併により設立した法人若しくは分割

により当該許可に係る特定事業を承継した法人は、当該許可を受

けた者の地位を承継する。

２ 前項の規定により第９条の許可を受けた者の地位を承継した者

は、規則で定めるところにより、その事実を証する書面その他規

則で定める書類を添付して、その旨を知事に届け出なければなら

ない。

３ 第１１条第２項の規定は、前項の規定による届出があった場合に

ついて準用する。

（改善命令）

第２２条の２ 知事は、第９条の許可を受けた者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、適正な土砂等の埋立て等の実施を確保する

ため、期限を定めて、特定事業の施工に関し必要な措置を講ずべ

きことを命ずることができる。

４ 第９条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定事業区域内の

土壌中に土砂基準に適合しない土砂等があることを確認したと

き、又は当該許可に係る特定事業区域内の浸透水が水質基準に適

合していないことを確認したときは、直ちに、その旨を知事に報

告しなければならない。

（関係書類の閲覧）

第１８条 省略

２ 知事は、第９条の許可をした特定事業が施工されている間及び

当該特定事業の完了 若しくは廃止の日又は当該特定事

業に係る第２３条第１項の規定による第９条の許可の取消しのあっ

た日

から５年を経過するまでの間、当該特定事業に関しこの条例

の規定により提出のあった書類を、周辺住民その他の生活環境の

保全又は生活の安全の確保上の利害関係を有する者の求めに応

じ、閲覧に供しなければならない。

（特定事業の完了等）

第２０条 第９条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定事業

を完了したときは、規則で定めるところにより、その

旨を知事に届け出なければならない。

２・３ 省略

（許可に基づく地位の承継）

第２２条 第９条の許可を受けた者が当該許可に係る特定事業の全部

を譲り渡し、又は同条の許可を受けた者について相続若しくは合

併 があったときは、その特定事業の全部を譲り受けた者又

は相続人（相続人が２人以上ある場合において、その全員の同意

により承継すべき相続人を選定したときは、その者）若しくは合

併後存続する法人若しくは合併により設立した法人

は、当該許可を受

けた者の地位を承継する。

２ 前項の規定により第９条の許可を受けた者の地位を承継した者

は、規則で定めるところにより、その事実を証する書面

を添付して、その旨を知事に届け出なければなら

ない。
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� 施工する特定事業が第１０条第１項第２号、第３号、第７号、

第８号、第９号、第１１号若しくは第１２号又は同条第２項第１号

（同条第１項第２号、第３号、第８号及び第１１号に係る部分に

限る。）、第４号若しくは第５号に掲げる事項に適合していな

いと認めるとき。

� 施工する特定事業が第１２条第１項第３号又は同条第２項第３

号の構造上の基準に適合していないと認めるとき。

� 第１３条（第１４条第４項において準用する場合を含む。）の規

定により許可に付した条件に違反したとき。

� 第１７条第１項の規定による水質検査又は土壌検査を行ってい

ないと認めるとき。

� 第１９条第１項の規定による標識を掲示せず、又は同項に規定

する事項の全部若しくは一部を記載していないと認めるとき。

� 第１９条第２項の規定による境界を明らかにする表示を行って

いないと認めるとき。

（許可の取消し等）

第２３条 知事は、第９条の許可を受けた者が次の各号のいずれかに

該当するときは、当該許可を取り消し、又は６月以内の期間を定

めて当該許可に係る特定事業の停止を命ずることができる。

�・� 省略

� 次のアからエまでのいずれかに該当するに至ったとき。

ア 第１２条第１項第６号イ若しくはウ（第３０条、第３０条の２若

しくは第３３条（第３０条及び第３０条の２の規定に係る部分に限

る。）の規定若しくは廃棄物処理法第２５条から第２７条まで若

しくは第３２条第１項（廃棄物処理法第２５条から第２７条までの

規定に係る部分に限る。）の規定により、又は暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律の規定に違反し、刑に処

せられたことによる場合に限る。）又は同号シ、ス若しくは

チに該当するに至ったとき。

イ 第１２条第１項第６号セからタまで（同号イ若しくはウ（第

３０条若しくは第３０条の２の規定若しくは廃棄物処理法第２５条

から第２７条までの規定により、又は暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律の規定に違反し、刑に処せられたこ

とによる場合に限る。）又は同号シ若しくはスに係るものに

限る。）のいずれかに該当するに至ったとき。

ウ 第１２条第１項第６号セからタまで（同号オ又はケに係るも

のに限る。）のいずれかに該当するに至ったとき。

エ 第１２条第１項第６号アからウまで、オからキまで、ケから

サまで又はセからタまでのいずれかに該当するに至ったとき

（アからウまでのいずれかに該当する場合を除く。）。

�～� 省略

�の２ 不正の手段により第２２条第２項の規定による承継の届出

を行ったとき。

� 前条又は次条第１項の規定による命令に違反したとき。

２ 省略

（関係書類の保存）

第２５条 第９条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定事業につ

いて第２０条第１項の規定による全部の完了の届出若しくは第２１条

第２項の規定による廃止の届出をした日、 第２３条第１項の規定

による許可の取消しを受けた日又は第１７条第３項の規定による検

査が終了した日のうち最も遅い日から５年間、第１５条の３の規定

により作成した土砂等管理台帳及び当該特定事業に関しこの条例

の規定により知事に提出した書類の写しを保存しなければならな

（許可の取消し等）

第２３条 知事は、第９条の許可を受けた者が次の各号のいずれかに

該当するときは、当該許可を取り消し、又は６月以内の期間を定

めて当該許可に係る特定事業の停止を命ずることができる。

�・� 省略

� 第１２条第１項第６号又は第２項第６号に該当するに至ったと

き。

�～� 省略

� 次条第１項の規定による命令に違反したとき。

２ 省略

（関係書類の保存）

第２５条 第９条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定事業につ

いて第２０条第１項の規定による 完了の届出若しくは第２１条

第２項の規定による廃止の届出をした日又は第２３条第１項の規定

による許可の取消しを受けた日

から５年間、

当該特定事業に関しこの条例

の規定により知事に提出した書類の写しを保存しなければならな
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年５月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定、第１５条の改正規定（同条に２項を加える部分（同条第３項

に係る部分を除く。）に限る。）、第１７条第１項の改正規定（「特定事業」の下に「（施工期間が１年を超えるものに限る。）」を加え

い。

（立入検査等）

第２６条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、土砂等の

埋立て等をし、若しくはした者、当該土砂等の埋立て等に係る土

砂等を排出し、若しくは搬出した者、当該土砂等の埋立て等に係

る土砂等を運搬し、若しくは運搬した者、当該土砂等の埋立て等

の用に供するために土地を提供した者その他当該土砂等の埋立て

等に関係する者に対し報告若しくは資料の提出を求め、又はその

職員に、土砂等の埋立て等をし、若しくはした者、当該土砂等の

埋立て等に係る土砂等を排出し、若しくは搬出した者、当該土砂

等の埋立て等に係る土砂等を運搬し、若しくは運搬した者、当該

土砂等の埋立て等の用に供するために土地を提供した者その他当

該土砂等の埋立て等に関係する者の事務所、事業場その他その土

砂等の埋立て等に関係のある 場所に立ち入り、帳簿、書類

その他の物件を検査させ、関係者に質問させ、若しくは試験の用

に供するのに必要な限度において土砂等を無償で収去させること

ができる。

２・３ 省略

（関係行政機関への照会等）

第２６条の２ 知事は、第１１条に規定するもののほか、この条例の規

定に基づく事務に関し、関係行政機関又は関係地方公共団体に対

し、照会し、又は協力を求めることができる。

第６章 罰則

第３０条 次の各号のいずれかに該当する者は、２年以下の懲役又は

１００万円以下の罰金に処する。

�～� 省略

第３０条の２ 第２２条の２の規定による命令に違反した者は、１年以

下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。

第３１条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に

処する。

� 第７条の２第１項又は第１７条第１項から第３項までの規定に

よる検査を行わなかった者

� 第７条の２第２項（第１７条第４項において準用する場合を含

む。）又は第１６条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

した者

� 第１５条の規定に違反して、土砂等の搬入に係る届出をせず

、又は虚偽の届出をした者

�の２ 第１５条の３の規定に違反して、土砂等管理台帳を作成せ

ず、又は同条各号に掲げる事項を記載せず、若しくは虚偽の記

載をした者

�・� 省略

第３３条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従業者が、その法人又は人の業務に関して第３０条から前条まで

の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人

に対して各本条の罰金刑を科する。

い。

（立入検査等）

第２６条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、土砂等の

埋立て等をし、若しくはした者又は

当該土砂等の埋立て等

の用に供するために土地を提供した者

に対し報告若しくは資料の提出を求め、又はその

職員に、土砂等の埋立て等をし、若しくはした者

の事務所、事業場その他その土

砂等の埋立て等をし、若しくはした場所に立ち入り、帳簿、書類

その他の物件を検査させ、関係者に質問させ、若しくは試験の用

に供するのに必要な限度において土砂等を無償で収去させること

ができる。

２・３ 省略

第６章 罰則

第３０条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は

１００万円以下の罰金に処する。

�～� 省略

第３１条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に

処する。

� 第１５条の規定に違反して、届出をしないで土砂等の搬入を

し、又は虚偽の届出をした者

� 第１６条又は第１７条第３項の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をした者

� 第１７条第１項又は第２項の規定による検査を行わなかった者

�・� 省略

第３３条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従業者が、その法人又は人の業務に関して前３条

の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人

に対して各本条の罰金刑を科する。
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る部分に限る。）、同条第２項の改正規定、第１８条第２項の改正規定（「完了」を「全部を完了し、」に、「廃止の日又は」を「廃止し

た日、」に改める部分に限る。）、第２０条第１項の改正規定、第２２条第１項の改正規定、第２５条の改正規定（「第２０条第１項の規定によ

る」の下に「全部の」を加える部分に限る。）、第２６条の次に１条を加える改正規定及び第３１条第１号の改正規定（「届出をしないで土

砂等の搬入をし」を「土砂等の搬入に係る届出をせず」に改める部分に限る。）並びに附則第９項の規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に改正前の愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関す

る条例（以下「旧条例」という。）第９条の規定によりされた許可の申請であって、この条例の施行の際、許可をするかどうかの処分が

されていないものについての許可又は不許可の処分については、なお従前の例による。

３ 改正後の愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例（以下「新条例」という。）第７条の２第１項

の規定は、施行日以後に新条例第７条第２項又は第３項の規定による命令を受けた者に係る水質検査及び土壌検査について適用する。

４ 新条例第９条の２（新条例第１４条第４項において準用する場合を含む。）の規定は、施行日後に新条例第９条又は第１４条第１項の規定

により許可の申請を行おうとする者について適用し、施行日前に旧条例第９条又は第１４条第１項の規定により許可の申請を行った者につ

いては、適用しない。

５ 施行日前に行われた旧条例第１４条第１項の規定による許可の申請であって、この条例の施行の際許可又は不許可の処分がされていない

ものは、当該許可の申請に係る事項が新条例第１４条第１項本文に規定する事項に該当する場合には同項本文に規定する事項に係る同項の

許可の申請とみなし、旧条例第１４条第１項の規定による許可の申請に係る事項が新条例第１４条第１項本文に規定する事項に該当しない場

合には施行日に同条第３項の規定によりされた届出とみなす。

６ 新条例第１５条第３項、第１５条の２及び第１５条の３の規定は、施行日以後に特定事業場に搬入する土砂等に係る届出、展開検査等及び土

砂等管理台帳の作成について適用する。

７ 新条例第１７条第３項の規定は、施行日以後に新条例第２０条第１項の規定により特定事業の全部を完了した旨を届け出た者、新条例第２１

条第２項の規定により特定事業を廃止した旨を届け出た者又は新条例第２３条第１項の規定により新条例第９条の許可を取り消された者に

係る水質検査及び土壌検査について適用する。

８ 新条例第２２条第２項の規定は、施行日以後に同条第１項の規定により地位の承継をした者に係る届出について適用し、施行日前に旧条

例第２２条第１項の規定により地位の承継をした者に係る届出については、なお従前の例による。

９ この条例（附則第１項ただし書に規定する改正規定にあっては、当該改正規定）の施行前にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。

�愛媛県条例第１３号
公立大学法人愛媛県立医療技術大学の役員の損害賠償責任の一部免除に関する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

公立大学法人愛媛県立医療技術大学の役員の損害賠償責任の一部免除に関する条例

地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第１９条の２第４項の条例で定める額は、次の各号に掲げる公立大学法人愛媛県立医療技術

大学の役員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

� 理事長 基準報酬年額（地方独立行政法人法施行令（平成１５年政令第４８６号）第３条の２第１項に規定する基準報酬年額をいう。以下

同じ。）に６を乗じて得た額

� 理事 基準報酬年額に４を乗じて得た額

� 監事 基準報酬年額に２を乗じて得た額

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１４号
愛媛県医師確保奨学基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県医師確保奨学基金条例の一部を改正する条例

愛媛県医師確保奨学基金条例（平成１８年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（基金の額）

第２条 基金の額は、２億円とする。

（基金の額）

第２条 基金の額は、１億円とする。
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附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１５号
公衆浴場設置等の基準等に関する条例及び旅館業法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

公衆浴場設置等の基準等に関する条例及び旅館業法施行条例の一部を改正する条例

（公衆浴場設置等の基準等に関する条例の一部改正）

第１条 公衆浴場設置等の基準等に関する条例（昭和２５年愛媛県条例第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２・３ 省略

（奨学金の貸与）

第３条 基金は、将来県内の医療機関等（知事が指定するものに限

る。以下同じ。）において医師としての業務に従事しようとする

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学（同法

第９７条に規定する大学院を除く。）の医学を履修する課程に在学

する者、医師法（昭和２３年法律第２０１号）第１６条の２第１項の規

定による臨床研修を受けている者及び当該臨床研修の修了後に行

う専門的な臨床研修等を受けている者であって規則で定めるもの

に対し、奨学金を貸与するものとする。

（返還の債務の当然免除）

第５条 知事は、奨学金の貸与を受けた者が、次の各号のいずれか

に該当することとなったときは、奨学金の返還の債務の全部を免

除するものとする。

� 県内の 医療機関等の医師としての業務（将来県内

の医療機関等の特定診療科（医師の確保が困難な診療科として

知事が指定するものをいう。）の医師としての業務に従事しよ

うとする者として奨学金の貸与を受けた者にあっては、当該特

定診療科の医師としての業務。以下「業務」という。）に従事

した期間の年数（その期間に１年に満たない端数があるとき

は、これを切り捨てるものとする。）が、奨学金の貸与を受け

た期間の年数（その期間に１年に満たない端数があるときは、

これを１年とする。）に達したとき。

� 省略

２・３ 省略

（奨学金の貸与）

第３条 基金は、将来県内の医療機関等（知事が指定するものに限

る 。）において医師としての業務に従事しようとする

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学（同法

第９７条に規定する大学院を除く。）の医学を履修する課程に在学

する者、医師法（昭和２３年法律第２０１号）第１６条の２第１項の規

定による臨床研修を受けている者及び当該臨床研修の修了後に行

う専門的な臨床研修等を受けている者であって規則で定めるもの

に対し、奨学金を貸与するものとする。

（返還の債務の当然免除）

第５条 知事は、奨学金の貸与を受けた者が、次の各号のいずれか

に該当することとなったときは、奨学金の返還の債務の全部を免

除するものとする。

� 第３条に規定する医療機関等の医師としての業務（

以下「業務」という。）に従事

した期間の年数（その期間に１年に満たない端数があるとき

は、これを切り捨てるものとする。）が、奨学金の貸与を受け

た期間の年数（その期間に１年に満たない端数があるときは、

これを１年とする。）に達したとき。

� 省略

改 正 後 改 正 前

第３条 新たに設置しようとする一般公衆浴場と最も近接する一般

公衆浴場との直線距離は、３００メートル以上でなければならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りで

ない。

� 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条若しくは第６条

の２の規定による確認又は公衆浴場法第２条第１項の規定によ

る許可を受けた一般公衆浴場が確認又は許可を受けた日から２

箇月以内に着工しない場合又は６箇月以内に工事が完成しない

場合において、当該一般公衆浴場に近接して新たに一般公衆浴

場を設置しようとするとき。

�・� 省略

第４条 公衆浴場の構造設備は、次に定めるところによらなければ

ならない。

�～� 省略

� 浴室は、次の要件を備えたものとすること。

第３条 新たに設置しようとする一般公衆浴場と最も近接する一般

公衆浴場との直線距離は、３００メートル以上でなければならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りで

ない。

� 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条

の規定による確認又は公衆浴場法第２条第１項の規定によ

る許可を受けた一般公衆浴場が確認又は許可を受けた日から２

箇月以内に着工しない場合又は６箇月以内に工事が完成しない

場合において、当該一般公衆浴場に近接して新たに一般公衆浴

場を設置しようとするとき。

�・� 省略

第４条 公衆浴場の構造設備は、次に定めるところによらなければ

ならない。

�～� 省略

� 浴室は、次の要件を備えたものとすること。
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ア～コ 省略

サ 浴槽は、上縁が洗い場の床面から１５センチメートル以上の

高さを有すること。ただし、洗い場で使用する湯水及び浴槽

からあふれ出た湯水が浴槽内に流入しないよう適切な措置が

講じられている場合にあつては、この限りでない。

シ 気泡発生装置、ジェット噴射装置その他微小な水粒を発生

させる設備（以下「気泡発生装置等」という。）が設置され

ている場合は、点検、清掃及び排水が容易に行うことがで

き、かつ、その空気取入口から土ぼこりが入らない構造であ

ること。

ス 浴槽からあふれ出た湯水及び回収槽（浴槽からあふれ出た

湯水を配管により回収するための水槽をいう。以下同じ。）

内の湯水を浴用に供する構造になつていないこと。ただし、

オーバーフロー還水管（浴槽からあふれ出た湯水を回収槽に

集めるための配管をいう。以下同じ。）は循環配管（湯水を

浴槽とろ過器（浴槽水（浴槽内の湯水をいう。以下同じ。）

を再利用するため、浴槽水中の微細な粒子や繊維等を除去す

る装置をいう。以下同じ。）等との間で循環させるための配

管をいう。以下同じ。）に直接接続せず、かつ、回収槽は地

下に埋設しないでその内部の清掃を容易に行うことのできる

位置又は構造になつているとともに、回収槽内の湯水を消毒

することができる設備が設けられている場合にあつては、こ

の限りでない。

セ 水位計は、配管内を洗浄し、及び消毒することができる構

造又は配管等を要しない構造であること。

ソ 配管内の浴槽水が完全に排水できる構造であること。

� 省略

� 給湯設備及び給水設備は、次の要件を備えたものとするこ

と。

ア 井戸水等が使用されている場合は、必要に応じ、次条第

１項第７号の水質基準に適合する原水（直接浴用に供する湯

水（浴槽水及び循環水（ろ過器等を通した浴用に供する湯水

をいう。以下同じ。）を除く。）をいう。以下同じ。）を得

るための浄水、消毒等の設備が設けられていること。

イ ろ過器は、浴槽ごとに設置するよう努め、その１時間当た

りの処理能力は、浴槽の容量以上であり、そのろ材は、十分

な逆洗浄（湯水を通常とは逆方向へ流し、汚れを洗い流すこ

とをいう。以下同じ。）を行うことができるものである

こと。

ウ 集毛器（浴槽水を再利用するため、浴槽水に混入した毛髪

及び比較的大きな異物を捕集する網状等の装置をいう。以下

同じ。）は、浴槽水をろ過器に送るための配管の途中に設け

ること。

エ 省略

オ 浴槽における原水の注入口は、循環配管に接続せず、浴槽

水面の上部から浴槽に落とし込む構造であること。

カ 循環水が浴槽の底部に近い部分から補給される構造である

こと。

キ 打たせ湯及びシャワーが設置されている場合は、循環水

を

用いない構造であること。

ア～コ 省略

サ 浴槽は、上縁が洗い場の床面から３０センチメートル以上の

高さを有すること。ただし、洗い場で使用する湯水及び浴槽

からあふれ出た湯水が浴槽内に流入しないよう適切な措置が

講じられている場合にあつては、この限りでない。

� 省略

� 給湯設備及び給水設備は、次の要件を備えたものとするこ

と。

ア 井戸水等が使用されている場合は、必要に応じ、ろ過器

（浴槽水（浴槽内の湯水をいう。以下同じ。）をろ過する装

置をいう。以下同じ。）、消毒設備等

の設備が設けられていること。

イ ろ過器が設置されている場合は 、その１時間当た

りの処理能力は、浴槽の容量以上であり、そのろ材は、十分

な逆洗浄（湯水を通常とは逆方向へ流し、汚れを洗い流すこ

とをいう。以下同じ。）を行うことができるものであるとと

もに、集毛器は、浴槽水をろ過器に送るための配管の途中に

設けること。

ウ 省略

エ 打たせ湯及びシャワーが設置されている場合は、循環水

（ろ過器を通した浴用に供する湯水をいう。以下同じ。）を

用いない構造であること。

オ 気泡発生装置、ジェット噴射装置その他微小な水粒を発生
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ク 調節箱（洗い場の給湯栓及びシャワーへ送る湯の温度を調

節するための槽をいう。以下同じ。）は、清掃しやすく、か

つ、薬剤注入口を設けるなど塩素消毒等が行うことのできる

構造であること。

ケ 貯湯槽（原水を貯留する水槽をいう。以下同じ。）は、完

全に排水できる構造であること。

�～� 省略

２ 省略

第５条 公衆浴場の管理は、次に定めるところによらなければなら

ない。

�～� 省略

� 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定する給

水装置により供給される水（以下「水道水」という。）以外の

湯水を使用した原水

及び浴槽水

は、規則で定める水質基準に適合するよう管理すること。

� 貯湯槽 内の原水

の温度は、通常の使用状態において、湯の補給口、底部等に至

るまで摂氏６０度以上に保ち、かつ、最大使用時においても摂氏

５５度以上に保つこと。ただし、レジオネラ属菌その他の病原菌

が繁殖しないように貯湯槽内の湯水の消毒を行う場合は、この

限りでない。

� 定期的に貯湯槽の生物膜（配管内部、ろ材等に付着した微生

物が増殖し、それらが産出する粘液性物質で形成されたものを

いう。以下同じ。）の発生の防止又は除去を行うための清掃及

び消毒を行うとともに、温度計の性能及び設備の破損等の確認

を行うこと。

�・� 省略

	 ろ過器は、浴槽に湯水がある場合は、常に作動させ、１週間

に１回以上、逆洗浄して汚れを十分に排出し、

生物膜を適切な消毒方法で除去する

こと。

� 循環配管は、１週間に１回以上、適切な方法で消毒するとと

もに、おおむね１年に１回以上、内部の状況を点検し、生物膜

がある場合は、当該生物膜の除去を行うこと。


 配管は、その配置を図面等により正確に把握し、不要な配管

の除去等必要な措置を行うこと。

� 浴槽水は、塩素系薬剤を使用して消毒し、浴槽水中の残留塩

素濃度 を頻繁に測定して、規則で定める残留塩素濃度とな

るよう

努めるとともに、当該測定結果を検査

の日から３年間保存すること。ただし、浴槽水の性質その他の

条件により塩素系薬剤が使用できない場合、浴槽水の水素イオ

ン濃度指数（ｐＨ）が高くこの基準を適用することが不適切な

場合又は他の消毒方法を使用する場合であつて、他の適切な衛

生措置を講ずるときは、この限りでない。

� 省略


 消毒装置は、浴槽に湯水がある場合は、常に作動させ、維持

管理を適切に行うこと。

させる設備（以下「気泡発生装置等」という。）が設置され

ている場合は、その空気取入口から土ぼこりが入らない構造

であること。

�～� 省略

２ 省略

第５条 公衆浴場の管理は、次に定めるところによらなければなら

ない。

�～� 省略

� 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定する給

水装置により供給される水（以下「水道水」という。）以外の

湯水を使用した原水（ろ過器を通していない浴用に供する湯水

であつて、浴槽水以外のものをいう。以下同じ。）及び浴槽水

は、規則で定める水質基準に適合するよう管理すること。

� 貯湯槽（原水を貯留する水槽をいう。以下同じ。）内の原水

の温度は、通常の使用状態において、湯の補給口、底部等に至

るまで摂氏６０度以上に保ち、かつ、最大使用時においても摂氏

５５度以上に保つこと。ただし、レジオネラ属菌その他の病原菌

が繁殖しないように貯湯槽内の湯水の消毒を行う場合は、この

限りでない。

� 定期的に貯湯槽の生物膜（配管内部、ろ材等に付着した微生

物が増殖し、それらが産出する粘液性物質で形成されたものを

いう。以下同じ。）の発生の防止又は除去を行うための清掃及

び消毒

を行うこと。

�・� 省略

	 ろ過器は 、１週間

に１回以上、逆洗浄して汚れを十分に排出し、ろ過器及び循環

配管（湯水を浴槽とろ過器との間で循環させるための配管をい

う。以下同じ。）に生じる生物膜を適切な消毒方法で除去する

こと。

� 浴槽水は、塩素系薬剤を使用して消毒し、浴槽水中の遊離残

留塩素濃度を頻繁に測定して、通常１リットル中０．２ミリグラ

ム以上０．４ミリグラム以下とし、かつ、最大１リットル中１．０ミ

リグラムを超えないよう努めるとともに、当該測定結果を検査

の日から３年間保存すること。ただし、浴槽水の性質その他の

条件により塩素系薬剤が使用できない場合、浴槽水の水素イオ

ン濃度指数（ｐＨ）が高くこの基準を適用することが不適切な

場合又は他の消毒方法を使用する場合であつて、他の適切な衛

生措置を講ずるときは、この限りでない。


 省略

� 消毒装置の 維持

管理を適切に行うこと。
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� 水位計配管は、１週間に１回以上、生物膜を適切な消毒方法

で除去すること。

� シャワーは、１週間に１回以上通水し、シャワーヘッド及び

ホースは、６月に１回以上点検するとともに、１年に１回以上

洗浄し、及び消毒すること。

� 集毛器は、毎日清掃し、及び消毒すること。

� 省略

� 省略

� 浴槽からあふれ出た湯水及び回収槽内

の湯水を浴用に供しないこと。た

だし、オーバーフロー還水管及び回収槽の内部の清掃及び消毒

を頻繁に行うとともに、レジオネラ属菌その他の病原菌が繁殖

しないよう回収槽内の湯水の塩素消毒等を行う場合は、この限

りでない。

� 調節箱は、生物膜の状況を監視し、必要に応じ清掃し、及び

消毒すること。

� 浴槽に気泡発生装置等が設置されている場合は、浴槽水には

連日使用循環水を使用せず、内部に生物膜が形成されないよう

適宜清掃し、及び消毒すること。

	 省略


 省略

� 飲料水供給設備からは、水道水又は知事が飲用に適すると認

めた水を供給するとともに、飲用に適する旨を見やすい場所に

表示すること。

� 飲用に供する水（水道水を除く。）は

、１年に１回以上水質検査を行い、その記録を３年以上保存

すること。


 省略

� 省略

� 省略

� サウナ室及びサウナ設備は、１月に１回以上保守点検すると

ともに、サウナ室にあつては、室内の温度及び湿度を定期的に

測定し、その記録を３年以上保存すること。

� 屋外に設置された浴槽の周囲に植栽がある場合は、浴槽に土

が入り込まないよう努めること。

� 電気浴器は、１月に１回以上保守点検するとともに、絶縁抵

抗、接地抵抗等について定期的に検査を受け、その記録を３年

以上保存すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 従業者の衛生管理について次の措置を講じること。

ア・イ 省略

� 省略

２ 前項の規定にかかわらず、個室付浴場の管理は、次に定めると

ころによらなければならない。

�～� 省略

� 前項第１号から第６号まで、第１５号、第２８号から第３０号ま

� 集毛器は、毎日清掃する こと。

 省略

� 省略

� 回収槽（浴槽からあふれ出た湯水を配管により回収するため

の水槽をいう。以下同じ。）の湯水を浴用に供しないこと。た

だし、回収槽 の清掃及び消毒

を頻繁に行うとともに、レジオネラ属菌その他の病原菌が繁殖

しないよう回収槽内の湯水の塩素消毒等を行う場合は、この限

りでない。

� 浴槽に気泡発生装置等が設置されている場合は、浴槽水には

連日使用循環水を使用しない

こと。

� 省略

� 省略

� 飲料水供給設備からは、飲用に適する水

を供給するとともに、飲用に適する旨を見やすい場所に

表示すること。

� 飲用に供する水は、水道法その他の法律に定めるもののほ

か、１年に１回以上水質検査を行い、その記録を３年以上保存

すること。

� 省略

	 省略


 省略

� サウナ室及びサウナ設備は、１月に１回以上保守点検すると

ともに、サウナ室にあつては、室内の温度及び湿度を定期的に

測定し、その記録を１年以上保存すること。

� 電気浴器は、１月に１回以上保守点検するとともに、絶縁抵

抗、接地抵抗等について定期的に検査を受け、その記録を１年

以上保存すること。


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 従業者の衛生管理について次の措置を講じること。

ア・イ 省略

ウ １年に１回以上健康診断を受けさせること。

� 省略

２ 前項の規定にかかわらず、個室付浴場の管理は、次に定めると

ころによらなければならない。

�～� 省略

� 前項第１号から第６号まで、第１３号、第２３号から第２５号ま
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（旅館業法施行条例の一部改正）

第２条 旅館業法施行条例（昭和３２年愛媛県条例第４４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

で、第３６号から第４１号まで及び第４３号に定める措置 で、第３０号から第３５号まで及び第３７号に定める措置

改 正 後 改 正 前

（営業施設の衛生措置の基準）

第４条 旅館業を営む者（以下「営業者」という。）が営業の施設

について宿泊者の衛生のために講じなければならない必要な措置

の基準は、次のとおりとする。

第１・第２ 省略

第３ 浴場に関する措置

１・２ 省略

３ 原水（直接浴用に供する湯水（浴槽水（浴槽内の湯水をい

う。以下同じ。）及び循環水（ろ過器（浴槽水を再利用する

ため、浴槽水中の微細な粒子や繊維等を除去する装置をい

う。以下同じ。）等を通した浴用に供する湯水をいう。以下

同じ。）を除く。）をいう。以下同じ。）及び浴槽水は、規

則で定める水質基準に適合するよう管理すること。

４ 省略

５ 定期的に貯湯槽の生物膜（配管内部、ろ材等に付着した微

生物が増殖し、それらが産出する粘液性物質で形成されたも

のをいう。以下同じ。）の発生の防止又は除去を行うための

清掃及び消毒を行うとともに、温度計の性能及び設備の破損

等の確認を行うこと。

６ 省略

７ 浴槽水は、毎日１回以上完全に取り換えること。ただし、

連日使用循環水（２４時間以上連続して使用している循環水

を

いう。以下同じ。）を使用している浴槽水については、１週

間に１回以上定期的に完全に取り換え、浴槽を清掃し、及び

消毒すること。

８ ろ過器は、浴槽に湯水がある場合は、常に作動させ、１週

間に１回以上、逆洗浄（湯水を通常とは逆方向へ流し、汚れ

を洗い流すことをいう。以下同じ。）して汚れを十分に排出

し、

生物膜を適

切な消毒方法で除去すること。

９ 循環配管（湯水を浴槽とろ過器等との間で循環させるため

の配管をいう。以下同じ。）は、１週間に１回以上、適切な

方法で消毒するとともに、おおむね１年に１回以上、内部の

状況を点検し、生物膜がある場合は、当該生物膜の除去を行

うこと。

１０ 配管は、その配置を図面等により正確に把握し、不要な配

管の除去等必要な措置を行うこと。

１１ 浴槽水は、塩素系薬剤を使用して消毒し、浴槽水中の残留

塩素濃度 を頻繁に測定して、規則で定める残留塩素濃度

となるよう

努めるとともに、当該測定

結果を検査の日から３年間保存すること。ただし、浴槽水の

性質その他の条件により塩素系薬剤が使用できない場合、浴

槽水の水素イオン濃度指数（ｐＨ）が高くこの基準を適用す

（営業施設の衛生措置の基準）

第４条 旅館業を営む者（以下「営業者」という。）が営業の施設

について宿泊者の衛生のために講じなければならない必要な措置

の基準は、次のとおりとする。

第１・第２ 省略

第３ 浴場に関する措置

１・２ 省略

３ 原水（ろ過器 （浴槽水（浴槽内の湯水をい

う。以下同じ。）をろ過する装置をいう。以下同じ。）を通

していない浴用に供する湯水であつて、浴槽水以外のもの

をいう。以下同じ。）及び浴槽水は、規

則で定める水質基準に適合するよう管理すること。

４ 省略

５ 定期的に貯湯槽の生物膜（配管内部、ろ材等に付着した微

生物が増殖し、それらが産出する粘液性物質で形成されたも

のをいう。以下同じ。）の発生の防止又は除去を行うための

清掃及び消毒

を行うこと。

６ 省略

７ 浴槽水は、毎日１回以上完全に取り換えること。ただし、

連日使用循環水（２４時間以上連続して使用している循環水

（ろ過器を通した浴用に供する湯水をいう。以下同じ。）を

いう。以下同じ。）を使用している浴槽水については、１週

間に１回以上定期的に完全に取り換え、浴槽を清掃し、及び

消毒すること。

８ ろ過器は 、１週

間に１回以上、逆洗浄（湯水を通常とは逆方向へ流し、汚れ

を洗い流すことをいう。以下同じ。）して汚れを十分に排出

し、ろ過器及び循環配管（湯水を浴槽とろ過器との間で循環

させるための配管をいう。以下同じ。）に生じる生物膜を適

切な消毒方法で除去すること。

９ 浴槽水は、塩素系薬剤を使用して消毒し、浴槽水中の遊離

残留塩素濃度を頻繁に測定して、通常１リットル中０．２ミリ

グラム以上０．４ミリグラム以下とし、かつ、最大１リットル

中１．０ミリグラムを超えないよう努めるとともに、当該測定

結果を検査の日から３年間保存すること。ただし、浴槽水の

性質その他の条件により塩素系薬剤が使用できない場合、浴

槽水の水素イオン濃度指数（ｐＨ）が高くこの基準を適用す
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ることが不適切な場合又は他の消毒方法を使用する場合であ

つて、他の適切な衛生措置を講ずるときは、この限りでな

い。

１２ 省略

１３ 消毒装置は、浴槽に湯水がある場合は、常に作動させ、維

持管理を適切に行うこと。

１４ 水位計配管は、１週間に１回以上、生物膜を適切な消毒方

法で除去すること。

１５ シャワーは、１週間に１回以上通水し、シャワーヘッド及

びホースは、６月に１回以上点検するとともに、１年に１回

以上洗浄し、及び消毒すること。

１６ 集毛器（浴槽水を再利用するため、浴槽水に混入した毛髪

及び比較的大きな異物を捕集する網状等の装置をいう。以下

同じ。）は、毎日清掃し、及び消毒すること。

１７ 省略

１８ 省略

１９ 浴槽からあふれ出た湯水及び回収槽（浴槽からあふれ出た

湯水を配管により回収するための水槽をいう。以下同じ。）

内の湯水を浴用に供しないこと。ただし、オーバーフロー還

水管（浴槽からあふれ出た湯水を回収槽に集めるための配管

をいう。以下同じ。）及び回収槽の内部の清掃及び消毒を頻

繁に行うとともに、レジオネラ属菌その他の病原菌が繁殖し

ないよう回収槽内の湯水の塩素消毒等を行う場合は、この限

りでない。

２０ 調節箱（洗い場の給湯栓及びシャワーへ送る湯の温度を調

節するための槽をいう。以下同じ。）は、生物膜の状況を監

視し、必要に応じ清掃し、及び消毒すること。

２１ 浴槽に気泡発生装置、ジェット噴射装置その他微小な水粒

を発生させる設備（以下「気泡発生装置等」という。）が設

置されている場合は、浴槽水には連日使用循環水を使用せ

ず、内部に生物膜が形成されないよう適宜清掃し、及び消毒

すること。

２２ 省略

２３ 屋外に設置された浴槽の周囲に植栽がある場合は、浴槽に

土が入り込まないよう努めること。

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

第４～第６ 省略

（構造設備の基準）

第５条の２ 省略

２・３ 省略

４ 第１項及び第２項に定めるもののほか、旅館・ホテル営業及び

簡易宿所営業の入浴施設の構造設備の基準は、次のとおりとす

る。

� ろ過器は、浴槽ごとに設置するよう努め、その１時間当たり

の処理能力は、浴槽の容量以上であり、そのろ材は、十分な逆

洗浄を行うことができるものである

こと。

� 集毛器は、浴槽水をろ過器に送るための配管の途中に設ける

こと。

� 浴槽における原水の注入口は、循環配管に接続せず、浴槽水

面の上部から浴槽に落とし込む構造であること。

ることが不適切な場合又は他の消毒方法を使用する場合であ

つて、他の適切な衛生措置を講ずるときは、この限りでな

い。

１０ 省略

１１ 消毒装置の 維

持管理を適切に行うこと。

１２ 集毛器

は、毎日清掃する こと。

１３ 省略

１４ 省略

１５ 回収槽（浴槽からあふれ出た

湯水を配管により回収するための水槽をいう。以下同じ。）

の湯水 を浴用に供しないこと。ただし、回収槽

の清掃及び消毒を頻

繁に行うとともに、レジオネラ属菌その他の病原菌が繁殖し

ないよう回収槽内の湯水の塩素消毒等を行う場合は、この限

りでない。

１６ 浴槽に気泡発生装置、ジェット噴射装置その他微小な水粒

を発生させる設備（以下「気泡発生装置等」という。）が設

置されている場合は、浴槽水には連日使用循環水を使用し

ない

こと。

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

第４～第６ 省略

（構造設備の基準）

第５条の２ 省略

２・３ 省略

４ 第１項及び第２項に定めるもののほか、旅館・ホテル営業及び

簡易宿所営業の入浴施設の構造設備の基準は、次のとおりとす

る。

� ろ過器が設置されている場合は 、その１時間当たり

の処理能力は、浴槽の容量以上であり、そのろ材は、十分な逆

洗浄を行うことができるものであるとともに、集毛器は、浴槽

水をろ過器に送るための配管の途中に設けること。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

４３



��������������

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年７月１日から施行する。

（公衆浴場設置等の基準等に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

２ この条例の施行の際現に公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第２条第１項の許可を受けて業として公衆浴場を経営している者又は同項

の許可の申請をしている者がこの条例の施行の際現にその営業の用に供し、又は供することとしている施設設備については、増築し、改

築し、又は大規模な修繕若しくは模様替えをするまでの間は、第１条の規定による改正後の公衆浴場設置等の基準等に関する条例（以下

「新公衆浴場条例」という。）第４条第１項の規定の適用については、同項第４号シ中「点検、清掃及び排水が容易に行うことができ、

かつ、その」とあるのは、「その」とし、同号スからソまで並びに同項第６号オ、カ、ク及びケの規定は、適用しない。

３ 新公衆浴場条例第５条第１項第３３号及び第３５号の規定は、この条例の施行の日以後に作成する記録の保存について適用し、同日前に作

成した記録の保存については、なお従前の例による。

（旅館業法施行条例の一部改正に伴う経過措置）

４ この条例の施行の際現に旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の許可を受けて旅館・ホテル営業若しくは簡易宿所営業を経営

している者又は旅館・ホテル営業若しくは簡易宿所営業について同項の許可の申請をしている者がこの条例の施行の際現にその営業の用

に供し、又は供することとしている施設については、増築し、改築し、又は大規模な修繕若しくは模様替えをするまでの間は、第２条の

規定による改正後の旅館業法施行条例第５条の２第４項の規定の適用については、同項第７号中「点検、清掃及び排水が容易に行うこと

ができ、かつ、その」とあるのは、「その」とし、同項第３号、第４号、第６号及び第８号から第１１号までの規定は、適用しない。

�愛媛県条例第１６号
食品衛生法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

食品衛生法施行条例（平成１２年愛媛県条例第１６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 循環水が浴槽の底部に近い部分から補給される構造であるこ

と。

� 省略

� 貯湯槽は、完全に排水できる構造であること。

� 気泡発生装置等が設置されている場合は、点検、清掃及び排

水が容易に行うことができ、かつ、その空気取入口から土ぼこ

りが入らない構造であること。

� 浴槽からあふれ出た湯水及び回収槽内の湯水を浴用に供する

構造になつていないこと。ただし、オーバーフロー還水管は循

環配管に直接接続せず、かつ、回収槽は地下に埋設しないでそ

の内部の清掃を容易に行うことのできる位置又は構造になつて

いるとともに、回収槽内の湯水を消毒することができる設備が

設けられている場合にあつては、この限りでない。

� 水位計は、配管内を洗浄し、及び消毒することができる構造

又は配管等を要しない構造であること。

� 配管内の浴槽水が完全に排水できる構造であること。

� 調節箱は、清掃しやすく、かつ、薬剤注入口を設けるなど塩

素消毒等が行うことのできる構造であること。

	 省略


 省略

� 気泡発生装置等が設置されている場合は

、その空気取入口から土ぼこ

りが入らない構造であること。

� 省略

改 正 後 改 正 前

（措置の基準）

第２条 食品衛生法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第４６

号）第１条の規定による改正前の法第５０条第２項の公衆衛生上講

ずべき措置に関し必要な基準は、危害分析・重要管理点方式（食

品の安全性を確保する上で重要な危害の原因となる物質及び当該

危害が発生するおそれのある工程の特定、評価及び管理を行う衛

（措置の基準）

第２条

法第５０条第２項の公衆衛生上講

ずべき措置に関し必要な基準は、危害分析・重要管理点方式（食

品の安全性を確保する上で重要な危害の原因となる物質及び当該

危害が発生するおそれのある工程の特定、評価及び管理を行う衛
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附 則

この条例は、令和２年６月１日から施行する。

�愛媛県条例第１７号
愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例（平成１３年愛媛県条例第１２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和２年６月１日から施行する。

�愛媛県条例第１８号
愛媛県手数料条例及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

生管理の方式をいう。以下同じ。）を用いて衛生管理を行う場合

にあっては別表第１の、危害分析・重要管理点方式を用いずに衛

生管理を行う場合にあっては別表第２のとおりとする。

生管理の方式をいう。以下同じ。）を用いて衛生管理を行う場合

にあっては別表第１の、危害分析・重要管理点方式を用いずに衛

生管理を行う場合にあっては別表第２のとおりとする。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

�～� 省略

� 特定動物 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律

第１０５号。以下「法」という。）第２５条の２ に規定する特定

動物をいう。

� 省略

（動物愛護管理員）

第２０条 法第３７条の３第１項の規定に基づき、

動物の愛護及び管理に関する事務を行わせるた

め、動物愛護管理員を置く。

（市町が処理する事務）

第２２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７の２第１

項の規定に基づき、次に掲げる事務は、保健所を設置する市が処

理することとする。

� 法第２５条第１項の規定に基づく指導及び助言に関する事務

� 法第２５条第２項の規定に基づく勧告に関する事務

� 法第２５条第３項の規定に基づく命令に関する事務

� 法第２５条第４項の規定に基づく命令及び勧告に関する事務

� 法第２５条第５項の規定に基づく報告の徴収及び立入検査に関

する事務

２ 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、法第３５条

第１項及び第２項（これらの 規定を同条第３

項において準用する場合を含む。）の規定に基づく犬又は猫の引

取り及び当該犬又は猫の知事への引渡しに関する事務（この条例

の施行のための規則に基づく事務を含む。）は、市町（松山市を

除く。）が処理することとする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

�～� 省略

� 特定動物 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律

第１０５号。以下「法」という。）第２６条第１項に規定する特定

動物をいう。

� 省略

（動物愛護管理員）

第２０条 法第３４条第１項 の規定に基づき、法第２４条第１項（法

第２４条の４において読み替えて準用する場合を含む。）又は法第

３３条第１項の規定による立入検査、前条第１項の規定による立入

調査等その他の動物の愛護及び管理に関する事務を行わせるた

め、動物愛護管理員を置く。

（市町が処理する事務）

第２２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７の２第１

項の規定に基づき、次に掲げる事務は、保健所を設置する市が処

理することとする。

� 法第２５条第１項の規定に基づく勧告に関する事務

� 法第２５条第２項の規定に基づく命令に関する事務

� 法第２５条第３項の規定に基づく命令及び勧告に関する事務

２ 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、法第３５条

第１項及び第２項（同条第１項本文及び第２項の規定を同条第３

項において準用する場合を含む。）の規定に基づく犬又は猫の引

取り及び当該犬又は猫の知事への引渡しに関する事務（この条例

の施行のための規則に基づく事務を含む。）は、市町（松山市を

除く。）が処理することとする。
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愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改正する条例

（愛媛県手数料条例の一部改正）

第１条 愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

事 務 名 称 金額 事 務 名 称 金額

１～４４ 省略 １～４４ 省略

４５ 覚醒剤取締法 （昭和２６年法律第

２５２号）第３条第１項の規定に基づく

覚醒剤施用機関 の指定の申請に対

する審査

覚醒剤施用機

関指定申請手

数料

省略
� �

４５ 覚せい剤取締法（昭和２６年法律第

２５２号）第３条第１項の規定に基づく

覚せい剤施用機関の指定の申請に対

する審査

覚せい剤施用

機関指定申請

手数料

省略

４６ 覚醒剤取締法 第３条第１項の規

定に基づく覚醒剤研究者 の指定の

申請に対する審査

覚醒剤研究者

指定申請手数

料

省略
� �

４６ 覚せい剤取締法第３条第１項の規

定に基づく覚せい剤研究者の指定の

申請に対する審査

覚せい剤研究

者指定申請手

数料

省略

４７ 覚醒剤取締法 第３０条の２の規定

に基づく覚醒剤原料取扱者 の指定

の申請に対する審査

覚醒剤原料取

扱者指定申請

手数料

省略
� �

４７ 覚せい剤取締法第３０条の２の規定

に基づく覚せい剤原料取扱者の指定

の申請に対する審査

覚せい剤原料

取扱者指定申

請手数料

省略

４８ 覚醒剤取締法 第３０条の２の規定

に基づく覚醒剤原料研究者 の指定

の申請に対する審査

覚醒剤原料研

究者指定申請

手数料

省略
� �

４８ 覚せい剤取締法第３０条の２の規定

に基づく覚せい剤原料研究者の指定

の申請に対する審査

覚せい剤原料

研究者指定申

請手数料

省略

４９ 覚醒剤取締法 第１１条第１項（同

法第３０条の５において準用する場合

を含む。）の規定に基づく覚醒剤施

用機関、覚醒剤研究者、覚醒剤原料

取扱者又は覚醒剤原料研究者

の指定証の再交付

覚醒剤施用機

関等の指定証

再交付手数料

省略
� �

４９ 覚せい剤取締法第１１条第１項（同

法第３０条の５において準用する場合

を含む。）の規定に基づく覚せい剤

施用機関、覚せい剤研究者、覚せい

剤原料取扱者又は覚せい剤原料研究

者の指定証の再交付

覚せい剤施用

機関等の指定

証再交付手数

料

省略

５０ 覚醒剤取締法 第４条第１項（同

法第３０条の５において準用する場合

を含む。）の規定に基づく覚醒剤製

造業者、覚醒剤原料輸入業者、覚醒

剤原料輸出業者又は覚醒剤原料製造

業者 の指定の申請に係る経

由

覚醒剤製造業

者等の指定の

申請に係る経

由手数料

省略
� �

５０ 覚せい剤取締法第４条第１項（同

法第３０条の５において準用する場合

を含む。）の規定に基づく覚せい剤

製造業者、覚せい剤原料輸入業者、

覚せい剤原料輸出業者又は覚せい剤

原料製造業者の指定の申請に係る経

由

覚せい剤製造

業者等の指定

の申請に係る

経由手数料

省略

５１ 覚醒剤取締法 第１１条第１項（同

法第３０条の５において準用する場合

を含む。）の規定に基づく覚醒剤製

造業者、覚醒剤原料輸入業者、覚醒

剤原料輸出業者又は覚醒剤原料製造

業者 の指定証の再交付に係

る経由

覚醒剤製造業

者等の指定証

の再交付に係

る経由手数料

省略
� �

５１ 覚せい剤取締法第１１条第１項（同

法第３０条の５において準用する場合

を含む。）の規定に基づく覚せい剤

製造業者、覚せい剤原料輸入業者、

覚せい剤原料輸出業者又は覚せい剤

原料製造業者の指定証の再交付に係

る経由

覚せい剤製造

業者等の指定

証の再交付に

係る経由手数

料

省略

５２～１１３ 省略 ５２～１１３ 省略

備考 省略 備考 省略

３～６ 省略 ３～６ 省略
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第６３号）第４

条の規定の施行の日から施行する。

�愛媛県条例第１９号
愛媛県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

愛媛県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年愛媛県条例第４５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２０号
愛媛県企業立地資金貸付基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県企業立地資金貸付基金条例の一部を改正する条例

愛媛県企業立地資金貸付基金条例（昭和５９年愛媛県条例第２８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「薬物」とは、次に掲げる物をいう。

� 省略

� 覚醒剤取締法 （昭和２６年法律第２５２号）第２条第１項に規

定する覚醒剤 及び同条第５項に規定する覚醒剤原料

�～� 省略

（定義）

第２条 この条例において「薬物」とは、次に掲げる物をいう。

� 省略
� �

� 覚せい剤取締法（昭和２６年法律第２５２号）第２条第１項に規
� � � �

定する覚せい剤及び同条第５項に規定する覚せい剤原料

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

附 則

（職員配置に係る特例）

４ 副園長又は教頭を置く幼保連携型認定こども園についての第６

条第２項の規定の適用については、施行日から起算して１０年間

は、同項中「かつ、」とあるのは、「又は」とすることができ

る。

附 則

（職員配置に係る特例）

４ 副園長又は教頭を置く幼保連携型認定こども園についての第６

条第２項の規定の適用については、施行日から起算して５年間

は、同項中「かつ、」とあるのは、「又は」とすることができ

る。

改 正 後 改 正 前

（処分）

第６条 基金は、第１条の目的を達成するための次に掲げる事業に

要する経費に充てるため、その全部又は一部を処分することがで

きる 。

� 工場、事業場その他の施設の整備の促進を図るための事業

� 事業活動の継続に資するための事業

� 前２号に掲げるもののほか、事業活動の支援のために知事が

特に必要があると認める事業

（処分）

第６条 基金は、特に必要があると認められる場合は、これ

を処分することがで

きるものとする。
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�愛媛県条例第２１号
愛媛県立都市公園条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立都市公園条例の一部を改正する条例

愛媛県立都市公園条例（昭和３４年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２２号
愛媛県県営住宅管理条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県営住宅管理条例の一部を改正する条例

愛媛県県営住宅管理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表１（第７条、第１５条の５、第１５条の７、第１５条の８、第１５条の

１１関係）

有料公園施設の利用料金

別表１（第７条、第１５条の５、第１５条の７、第１５条の８、第１５条の

１１関係）

有料公園施設の利用料金

都市公園名 種 類 単 位 金 額 都市公園名 種 類 単 位 金 額

省略 省略

総合運動公園 省略 総合運動公園 省略

屋根なしテニ

スコート

省略 テニスコート 省略

屋根付きテニ

スコート

１面１日につき １２，２２０円

省略 省略

省略 省略

注 省略

別表３（第１５条の４関係）

管理公園の開園時間及び休園日

注 省略

別表３（第１５条の４関係）

管理公園の開園時間及び休園日

都市公園名 種 類 開園時間 休園日 都市公園名 種 類 開園時間 休園日

省略 省略

総合運動公園 省略 総合運動公園 省略

省略

屋根なしテニスコート

屋根付きテニスコート

省略

省略 省略

テニスコート

省略

省略

省略 省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（入居の手続）

第８条 一般県営住宅の入居を許可された者は、許可のあつた日か

ら１０日以内に次に掲げる手続をし、入居しなければならない。

（入居の手続）

第８条 一般県営住宅の入居を許可された者は、許可のあつた日か

ら１０日以内に次に掲げる手続をし、入居しなければならない。

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１
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� 県内に居住して独立の生計を営み、かつ、入居の許可を受け

た者と同程度以上の収入を有する者で、知事が適当と認める連

帯保証人１人の連署する請書を提出すること。

� 省略

２～４ 省略

（修繕費用の負担）

第１５条 一般県営住宅及び共同施設の修繕に要する費用は、知事が

その修繕に要する費用を入居者が負担するものとして定めるもの

を除き

、県の負担とする。

２ 入居者の責めに帰すべき事由によつて一般県営住宅及び共同施

設の修繕の必要が生じたときは、前項の規定にかかわらず、入居

者は、知事の選択に従い、修繕し、又はその費用を負担しなけれ

ばならない。

３ 省略

（住宅の明渡請求）

第２３条 省略

２ 省略

３ 知事は、第１項第１号の規定に該当することにより同項の請求

を行つたときは、当該請求を受けた者に対して、入居した日から

当該請求の日までの期間については近傍同種の住宅の家賃の額と

それまでに支払を受けた家賃の額との差額に法定利率 による

支払期後の利息を付した額の金銭を、当該請求の日の翌日から当

該一般県営住宅の明渡しを行う日までの期間については毎月近傍

同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する額以下の金銭を徴収する

ことができる。

４～６ 省略

（準用）

第２３条の５ 第１２条（第１項ただし書を除く。）から第１６条まで、

第１７条第１項から第５項まで、第１８条、第２１条の５及び第２２条の

規定は、前条第１項の社会福祉法人等による一般県営住宅の使用

について準用する。この場合において、第１２条並びに第１３条第１

項及び第３項中「家賃」とあるのは「使用料」と、第１２条第１項

本文中「第８条に規定する入居手続が完了した日」とあるのは

「第２３条の３第２項に規定する使用開始可能日」と、第１２条第３

項、第１３条第１項及び第３項、第１４条第２項、第１５条第１項及び

第２項、第１６条、第１７条第１項から第５項まで、第１８条、第２１条

の５第２項及び第３項並びに第２２条中「入居者」とあるのは「社

会福祉法人等」と、第２１条の５第１項中「一般県営住宅の入居

者」とあるのは「一般県営住宅を第２３条の２第１項の許可を受け

て使用する社会福祉法人等」と読み替えるものとする。

（準用）

第２３条の１６ 第３条、第４条第１号から第４号まで、第６条、第８

条、第１０条、第１２条から第１４条まで、第１５条第１項及び第２項、

第１６条から第１８条まで、第２２条並びに第２３条第１項（第７号を除

く。）及び第２項から第４項までの規定は、特定公共賃貸住宅の

管理について準用する。この場合において、第６条中「前２条」

とあるのは「第２３条の１２」と、第８条第１項第１号中「収入」と

あるのは「所得」と、同項第２号中「第１３条」とあるのは「第２３

条の１６において準用する第１３条」と、第１２条第１項中「第８条」

とあるのは「第２３条の１６において準用する第８条」と、第２２条第

２項中「第１７条第５項」とあるのは「第２３条の１６において準用す

る第１７条第５項」と、第２３条第１項第６号中「第１７条第３項から

� 県内に居住して独立の生計を営み、かつ、入居の許可を受け

た者と同程度以上の収入を有する者で、知事が適当と認める連

帯保証人２人の連署する請書を提出すること。

� 省略

２～４ 省略

（修繕費用の負担）

第１５条 一般県営住宅及び共同施設の修繕に要する費用（畳の表替

え、ふすまの張替え、破損ガラスの取替え等の軽微な修繕及び給

水栓、点滅器その他附帯施設の構造上重要でない部分の修繕に要

する費用を除く。）は、県の負担とする。

２ 入居者の責 に帰すべき事由によつて前項に掲げる

修繕の必要が生じたときは、同項の規定にかかわらず、入居

者は、知事の選択に従い、修繕し、又はその費用を負担しなけれ

ばならない。

３ 省略

（住宅の明渡請求）

第２３条 省略

２ 省略

３ 知事は、第１項第１号の規定に該当することにより同項の請求

を行つたときは、当該請求を受けた者に対して、入居した日から

当該請求の日までの期間については近傍同種の住宅の家賃の額と

それまでに支払を受けた家賃の額との差額に年５分の割合による

支払期後の利息を付した額の金銭を、当該請求の日の翌日から当

該一般県営住宅の明渡しを行う日までの期間については毎月近傍

同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する額以下の金銭を徴収する

ことができる。

４～６ 省略

（準用）

第２３条の５ 第１２条（第１項ただし書を除く。）から第１６条まで、

第１７条第１項から第５項まで、第１８条、第２１条の５及び第２２条の

規定は、前条第１項の社会福祉法人等による一般県営住宅の使用

について準用する。この場合において、第１２条並びに第１３条第１

項及び第３項中「家賃」とあるのは「使用料」と、第１２条第１項

本文中「第８条に規定する入居手続が完了した日」とあるのは

「第２３条の３第２項に規定する使用開始可能日」と、第１２条第３

項、第１３条第１項及び第３項、第１４条第２項、第１５条第２項

、第１６条、第１７条第１項から第５項まで、第１８条、第２１条

の５第２項及び第３項並びに第２２条中「入居者」とあるのは「社

会福祉法人等」と、第２１条の５第１項中「一般県営住宅の入居

者」とあるのは「一般県営住宅を第２３条の２第１項の許可を受け

て使用する社会福祉法人等」と読み替えるものとする。

（準用）

第２３条の１６ 第３条、第４条第１号から第４号まで、第６条、第８

条、第１０条、第１２条から第１４条まで、第１５条第１項及び第２項、

第１６条から第１８条まで、第２２条並びに第２３条第１項（第７号を除

く。）及び第２項から第４項までの規定は、特定公共賃貸住宅の

管理について準用する。この場合において、第６条中「前２条」

とあるのは「第２３条の１２」と、第８条第１項第１号中「収入」と

あるのは「所得」と、同項第２号中「第１３条」とあるのは「第２３

条の１６において準用する第１３条」と、第１２条第１項中「第８条」

とあるのは「第２３条の１６において準用する第８条」と、第２２条第

２項中「第１７条第５項」とあるのは「第２３条の１６において準用す

る第１７条第５項」と、第２３条第１項第６号中「第１７条第３項から

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

４９
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附 則

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県県営住宅管理条例第２３条第３項（同条例第２３条の１１及び第２３条の１６において準用する場合を含む。以下同じ。）の規定

は、この条例の施行の日以後に到来する支払期に係る同項に規定する利息について適用し、同日前に到来した支払期に係る改正前の愛媛

県県営住宅管理条例第２３条第３項（同条例第２３条の１１及び第２３条の１６において準用する場合を含む。）に規定する利息については、なお

従前の例による。

�愛媛県条例第２３号
愛媛県監査委員条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県監査委員条例の一部を改正する条例

愛媛県監査委員条例（昭和３９年愛媛県条例第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第６項まで及び第８項」とあるのは「第２３条の１６において準用す

る第１７条第３項から第６項まで及び第８項」と、同条第３項中

「入居した日から当該請求の日までの期間については近傍同種の

住宅の家賃の額とそれまでに支払を受けた家賃の額との差額に法

定利率 による支払期後の利息を付した額の金銭を、当該請求

の日の翌日から当該一般県営住宅の明渡しを行う日までの期間に

ついては毎月近傍同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する額以下

の金銭を」とあるのは「当該請求の日の翌日から当該特定公共賃

貸住宅の明渡しを行う日までの期間については、毎月、家賃の額

の２倍に相当する額以下の金銭を」と、同条第４項中「近傍同種

の住宅の家賃の額」とあるのは「家賃の額」と読み替えるものと

する。

第６項まで及び第８項」とあるのは「第２３条の１６において準用す

る第１７条第３項から第６項まで及び第８項」と、同条第３項中

「入居した日から当該請求の日までの期間については近傍同種の

住宅の家賃の額とそれまでに支払を受けた家賃の額との差額に年

５分の割合による支払期後の利息を付した額の金銭を、当該請求

の日の翌日から当該一般県営住宅の明渡しを行う日までの期間に

ついては毎月近傍同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する額以下

の金銭を」とあるのは「当該請求の日の翌日から当該特定公共賃

貸住宅の明渡しを行う日までの期間については、毎月、家賃の額

の２倍に相当する額以下の金銭を」と、同条第４項中「近傍同種

の住宅の家賃の額」とあるのは「家賃の額」と読み替えるものと

する。

改 正 後 改 正 前

（請求又は要求に基づく監査の執行期日）

第７条 法第７５条第３項、 第９８条第２項、 第１９９条第６項若し

くは第７項、 第２３５条の２第２項又は第２４２条第５項 の規定に

より請求又は要求に基づいて行う監査は請求又は要求のあつた日

から７日以内に、法第２４３条の２の２第３項の規定による監査は

要求のあつた日から１０日以内に始めなければならない。ただし、

特にやむを得ない理由があるときは、この限りでない。

２・３ 省略

４ 法第２５２条の４３第９項の規定により法第２４２条第１項の請求であ

つたものとみなされた請求に基づいて同条第５項の規定による監

査を行う場合における第１項の規定の適用については、同項中

「請求又は要求のあつた日」とあるのは、「法第２５２条の４３第９

項の個別外部監査の請求があつた日から２０日を経過した日」とす

る。

（意見 の提出期日）

第８条 法第１５０条第６項、第２３３条第３項及び 第２４１条第５項並

びに地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第

９４号）第３条第１項に規定する意見は審査に付された日から３箇

月以内に、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４

項及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項に

規定する意見は審査に付された日から２箇月以内に知事に提出し

なければならない。

（公表の方法）

第１１条 監査の結果又は勧告の内容の公表、監査請求の要旨の公表

（請求又は要求に基づく監査の執行期日）

第７条 法第７５条第３項、法第９８条第２項、法第１９９条第６項若し

くは第７項、法第２３５条の２第２項又は法第２４２条第４項の規定に

より請求又は要求に基づいて行う監査は請求又は要求のあつた日

から７日以内に、法第２４３条の２第３項 の規定による監査は

要求のあつた日から１０日以内に始めなければならない。ただし、

特にやむを得ない理由があるときは、この限りでない。

２・３ 省略

４ 法第２５２条の４３第９項の規定により法第２４２条第１項の請求であ

つたものとみなされた請求に基づいて同条第４項の規定による監

査を行う場合における第１項の規定の適用については、同項中

「請求又は要求のあつた日」とあるのは、「法第２５２条の４３第９

項の個別外部監査の請求があつた日から２０日を経過した日」とす

る。

（決算審査意見等の提出期日）

第８条 法 第２３３条第３項及び法第２４１条第５項並

びに地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第

９４号）第３条第１項に規定する意見は審査に付された日から３箇

月以内に、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４

項及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項に

規定する意見は審査に付された日から２箇月以内に知事に提出し

なければならない。

（公表の方法）

第１１条 監査の結果又は勧告の内容の公表、監査請求の要旨の公表

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

５０
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附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２４号
愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県学校職員定数条例（昭和３２年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２５号
教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部を改正する条例

教育職員の給与等に関する特別措置条例（昭和４６年愛媛県条例第４２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

その他法令の規定に基づき監査委員が行う公表は、愛媛県報に掲

載して行う。この場合において、法第７５条第２項、第３項及び第

５項並びに第２５２条の３９第３項及び第１３項の規定に基づく公表

は、県庁前の掲示板への掲示その他の監査委員が定める方法によ

るものを併せて行う。

その他法令の規定に基づき監査委員が行う公表は、愛媛県報に掲

載して行う。この場合において、法第７５条第２項及び第３項

並びに第２５２条の３９第３項及び第１３項の規定に基づく公表

は、県庁前の掲示板への掲示その他の監査委員が定める方法によ

るものを併せて行う。

改 正 後 改 正 前

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ３，８２２人

� 市町立学校の職員 ８，０７０人

計 １１，８９２人

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ３，８３８人

� 市町立学校の職員 ８，１０９人

計 １１，９４７人

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４

条第５項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年

法律第１６２号）第４２条並びに公立の義務教育諸学校等の教育職員

の給与等に関する特別措置法（昭和４６年法律第７７号。以下「特別

措置法」という。）第３条第１項及び第３項並びに第６条第１項

（同条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、

教育職員の給与その他の勤務条件について特例を定めるものとす

る。

（正規の勤務時間の割振り）

第７条 勤務時間等条例第１１条第２項の規定にかかわらず、任命権

者（市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１

条に規定する教育職員にあつては、その者の属する市町教育委員

会とする。以下 同じ。）は、４週間を平均して

１週間の勤務時間が勤務時間等条例第１１条第１項に規定する勤務

時間を超えない範囲内で、特定の日において７時間４５分又は特定

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４

条第５項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年

法律第１６２号）第４２条並びに公立の義務教育諸学校等の教育職員

の給与等に関する特別措置法（昭和４６年法律第７７号

）第３条第１項及び第３項並びに第６条第１項

及び第３項 の規定に基づき、

教育職員の給与その他の勤務条件について特例を定めるものとす

る。

（正規の勤務時間の割振り）

第７条 勤務時間等条例第１１条第２項の規定にかかわらず、任命権

者（市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１

条に規定する教育職員にあつては、その者の属する市町教育委員

会とする。次項及び次条において同じ。）は、４週間を平均して

１週間の勤務時間が勤務時間等条例第１１条第１項に規定する勤務

時間を超えない範囲内で、特定の日において７時間４５分又は特定

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

５１
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附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２６号
愛媛県警察本部組織条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県警察本部組織条例の一部を改正する条例

愛媛県警察本部組織条例（昭和３５年愛媛県条例第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

の週において同項に規定する勤務時間を超えて正規の勤務時間を

割り振ることができる。

２ 省略

第８条 省略

（教育職員の健康及び福祉の確保を図るための措置）

第９条 教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育

の水準の維持向上に資するため、教育職員が勤務時間等条例第１１

条に規定する勤務時間及びそれ以外の時間において行う業務の量

の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るための

措置については、特別措置法第７条第１項に規定する指針に基づ

き、任命権者の定めるところにより行うものとする。

の週において同項に規定する勤務時間を超えて正規の勤務時間を

割り振ることができる。

２ 省略

第８条 省略

改 正 後 改 正 前

（総務室の所掌事務）

第３条 総務室においては、次に掲げる事務をつかさどる。

�～� 省略

� 犯罪被害者等給付金に関すること。

� オウム真理教犯罪被害者等を救済するための給付金の支給に

関する法律（平成２０年法律第８０号）第３条第１項に規定する給

付金に関すること。

� 国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律（平成２８年法律第

７３号）第３条に規定する国外犯罪被害弔慰金等に関すること。

� 省略

� 省略

（警務部の所掌事務）

第４条 警務部においては、次に掲げる事務をつかさどる。

�・� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（総務室の所掌事務）

第３条 総務室においては、次に掲げる事務をつかさどる。

�～� 省略

� 省略

� 省略

（警務部の所掌事務）

第４条 警務部においては、次に掲げる事務をつかさどる。

�・� 省略

	 犯罪被害者等給付金に関すること。


 オウム真理教犯罪被害者等を救済するための給付金の支給に

関する法律（平成２０年法律第８０号）第３条第１項に規定する給

付金に関すること。

� 国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律（平成２８年法律第

７３号）第３条に規定する国外犯罪被害弔慰金等に関すること。

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

５２
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附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２７号
愛媛県迷惑行為防止条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県迷惑行為防止条例の一部を改正する条例

愛媛県迷惑行為防止条例（昭和３８年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略 � 省略

改 正 後 改 正 前

（卑わいな行為の禁止）

第４条 省略

２ 何人も、正当な理由がないのに、住居、浴場、便所、更衣室そ

の他人 が通常衣服等の全部又

は一部を着けない状態でいるような場所において当該状態でいる

者に対し、次に掲げる行為をしては

ならない。

� 当該状態でいる者の姿態を見ること。

� 当該状態でいる者の姿態の映像を記録する目的で写真機等を

置き、又は向けること。

３ 省略

（不当な客引行為等の禁止）

第８条 省略

２～４ 省略

５ 何人も、第１項第１号から第３号までに掲げる行為（以下「客

引き等」という。）の状況等を勘案して、この項の規定による規

制を行う必要性が高いと認められる地域として公安委員会規則で

定める地域内の公共の場所において、客引き等を行う目的で、公

衆の目に触れるような方法により客引き等の相手方となるべき者

を待つてはならない。

６ 警察官は、前項の規定に違反して客引き等の相手方となるべき

者を待つていると認められる者に対し、当該客引き等の相手方と

なるべき者を待つことを中止することその他の当該違反を是正す

るために必要な措置を講ずることを命ずることができる。

第１２条 省略

（指示）

第１３条 公安委員会は、第８条第１項第１号に掲げる行為を事業と

して行う者（以下「事業者」という。）又はその代理人、使用人

その他の従業者が、当該事業に関し、同項から同条第３項まで又

は同条第５項の規定に違反したときは、当該事業者に対し、その

再発を防止するために必要な指示をすることができる。

（事業の停止）

第１４条 公安委員会は、事業者が前条の指示に従わなかつたとき、

又は事業者若しくはその代理人、使用人その他の従業者が、その

行う事業に関し、第８条第１項から第３項まで若しくは第５項の

規定に違反したときは、当該事業者に対し、６月を超えない範囲

内で期間を定め、当該事業の全部又は一部の停止を命ずることが

できる。

（聴聞の特例）

（卑わいな行為の禁止）

第４条 省略

２ 何人も、正当な理由がないのに、公衆浴場、公衆便所、公衆が

利用することができる更衣室その他の公衆が通常衣服等の全部又

は一部を着けない状態でいるような場所において当該状態でいる

者の姿態をのぞき見し、又はその者の姿態の映像を記録する目的

で写真機等を置き、若しくはその者に向けてはならない。

３ 省略

（不当な客引行為等の禁止）

第８条 省略

２～４ 省略

第１２条 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

５３
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附 則

１ この条例は、令和２年６月１日から施行する。

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

�愛媛県条例第２８号
愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県警察関係事務手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１５条 公安委員会は、前条の規定により事業の停止を命じようと

するときは、愛媛県行政手続条例（平成７年愛媛県条例第４８号）

第１３条第１項の規定による意見陳述のための手続の区分にかかわ

らず、聴聞を行わなければならない。

２ 公安委員会は、前条の規定による処分に係る聴聞を行うに当た

つては、その期日の１週間前までに、愛媛県行政手続条例第１５条

第１項の規定による通知をし、かつ、聴聞の期日及び場所を公示

しなければならない。

３ 前項の通知を愛媛県行政手続条例第１５条第３項に規定する方法

によつて行う場合においては、同条第１項の規定による聴聞の期

日までにおくべき相当な期間は、２週間を下回つてはならない。

４ 前条の規定による処分に係る聴聞の期日における審理は、公開

により行わなければならない。

（罰則）

第１６条 第４条第１項第４号、第２項第２号又は第３項の規定に違

反した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。

２ 常習として前項の違反行為をした者は、２年以下の懲役又は

１００万円以下の罰金に処する。

第１７条 第４条第１項（第４号を除く。）若しくは第２項第１号若

しくは第１２条の規定に違反した者又は第１４条の規定による命令に

違反した者は、６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

２ 常習として前項の違反行為をした者（第１４条の規定による命令

に違反した者を除く。）は、１年以下の懲役又は１００万円以下の

罰金に処する。

第１８条 省略

第１９条 省略

第２０条 省略

第２１条 第８条第６項の規定による命令に違反した者は、２０万円以

下の罰金又は拘留若しくは科料に処する。

第２２条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第１７条（第１４条に係

る部分に限る。）、第１８条、第１９条（第８条第１項に係る部分に

限る。）又は前２条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほ

か、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑又は科料刑を科

する。

（罰則）

第１３条 第４条又は前条の規定

に

違反した者は、６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

２ 常習として前項の違反行為をした者

は、１年以下の懲役又は１００万円以下の

罰金に処する。

第１４条 省略

第１５条 省略

第１６条 省略

第１７条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第１４条、第１５条（第

８条第１項に係る部分に限る。）又は前条

の違反行為をしたときは、行為者を罰するほ

か、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑又は科料刑を科

する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係） 別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係）

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１・２ 省略 １・２ 省略

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

５４



附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

３ 古物営業法第７条第５項の規

定に基づく許可証の書換え

省略 ３ 古物営業法第７条第４項の規

定に基づく許可証の書換え

省略

３の２～６４ 省略 ３の２～６４ 省略

備考 省略 備考 省略

令和２年３月２７日 発行

愛 媛 県 報令和２年３月２７日 第９１号外１

５５


